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はじめに
技術参与　中村　健治

 

　2014年 5月に ALOS-2「だいち 2号」が種子島宇宙センターから成功裏に打ち上げられた。ALOS-2

は ALOSの後継として、より柔軟な観測モードを持つ Lバンド SARの PALSAR-2を搭載している。
PALSAR-2は多数の観測モードを持つために、打ち上げ後の校正作業は大きな作業であったが、ほぼ順
調に進み、データ提供も開始された。データ利用の PIも非常に多数となっている。ALOS-2の偉力は
地表面の詳細観測であり、詳細な地図作成だけでなく、災害監視にも大きな期待がかかっている。実際、
9月に噴火し大きな災害をもたらした御嶽の噴火についても観測を行っている。
　GCOM-Wは順調にデータ収集を行っており、AMSR2は世界トップの性能をもっており、北極海監
視などに期待された力を示している。また世界の衛星搭載マイクロ波放射計網が若干衰退気味の中、
米国 NOAAへのデータ提供も始まった。GCOMシリーズの次の衛星である GCOM-Cの開発も進んで
いる。米国の Aqua衛星搭載の AMSR-Eは 2012年 12月以来の低速回転モードでの運用が継続された。
　GOSATは 2009年の打ち上げ以来、貴重かつ新しいデータを提供してきたが、太陽電池パドルの不
具合が発生し、観測が制限されている。その一方、観測を継続発展させる GOSAT-2の開発が進んでいる。
　TRMMは燃料枯渇から大気圏突入が真近となった。定常運用は夏に終了し、秋には特殊な運用モー
ドでの観測実験が行われた。このような運用終了末期における特殊運用は、今までに無い経験であっ
たといえよう。
　GPM主衛星は 2014年 2月の打上げ以来、順調な観測を継続している。二周波降水レーダ（DPR）
は、初期チェックを越え、機器は順調に稼働しているが Ku帯レーダに地面クラッタが予想以上に高い
ことが判明した。DPRはフェーズドアレイレーダであり、ビーム走査のためのアンテナ素子への位相
コードを変えることでほぼ対処でき、残りはデータ処理で対処された。DPRは TRMMの PRのデータ
の継続の任務も担っているが、そこではデータの整合性が不可欠となる。現在、若干の不整合があり、
TRMM PRを含めて、校正法の見直しを行っている。精度の高い校正は JAXAの強みの一つであり、関
係者の努力に期待したい。
　このように、長期観測を行ってきた衛星には不具合や寿命末期運用などはあるものの、未だ「若い」
衛星は順調な観測を行っているといってよい。また次期衛星の GOSAT-2や GCOM-Cは開発が進んで
いる。しかしながら、GOSAT-2、GCOM-Cの次の地球観測衛星については不透明である。現在、これ
までの地球観測衛星のデータ利用が限られたものになっているという強い批判がある。政府の「出口」
重視路線のもとで積極的な民間利用の拡大が求められている。一つの衛星計画には数百億円のオーダー
の経費が掛かることから、プロダクトであるデータの幅広い利用が必要であることは当然であろう。
しかし、衛星搭載の地球観測は最先端の技術開発である。また検証法やアルゴリズムの開発も新たな
チャレンジである。その一方、民間が使えて、かつ利益を出すことのできるようなデータは、衛星に
よる多種多様な生産物の中の一部である。この意味では、地球観測衛星計画は衛星データのシーズ開
拓の面が大きいと言えよう。シーズ開拓では幅広い研究的利用がまずある。その中から使えるデータ
が厳選される。この中間には現業利用がある。現業利用は利益を出すものではないが、社会インフラ
に寄与する。衛星データは当然ながら地球規模であるから。国際的社会インフラに寄与するといって
もよかろう。民間利用を含めた新たな利用を開拓するにはある種のセールスが必要であろう。この方
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向での努力も始まっている。
　衛星ミッションにとらわれない、横断的研究も進められた。モデルシミュレーションの時空間分解
能が衛星データと同じレベルになってきており、衛星データとの直接の比較からモデルの評価がなさ
れている。また、単独の衛星データのみを使うのではなく、モデルによるデータ同化も含めた高度なデー
タセットの作成も進んでおり、これは大きな方向の一つとなっている。
　我が国の衛星地球観測も、1987年の海洋観測衛星MOS-1以来の長い歴史を持っており、測器も成熟
のフェーズに入ってきている。この中で、SARによる地表面データや、マイクロ波放射計による海氷
分布データ、また GSMaPによる全球降水マップなど、商用利用に耐えるレベルのデータも出てきてい
る。「出口」重視も、地球観測衛星データが幅広い利用に耐えるものであることが実証されたためである、
と考えることができよう。これから逆に、衛星による地球観測技術をさらに高めることが、多くの「出
口」を作ることに通じると考えられよう。今後のさらなる研究開発を期待したい。
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1.1 ALOS-Grの 2014年度の総括 島田　政信

1. ALOS-2校正検証：本年度の最大のイベントは ALOS-2の打ち上げ及び校正検証業務である。2014

年 5月 24日日本時間午後 0時 5分 14秒に予定と寸分の狂いもなく、やや湿潤の大気を切り裂きなが
ら轟音とともに上昇する飛翔体は、まさに昇竜である H2A/ALOS-2であり、その後正常に軌道に投入
され、ALOS-2/PALSAR-2の業務が開始された。PALSAR-2はアンテナ展開ののち、初画像取得、初期ミッ
ションチェック、しかる後の 8月 4日に初期校正が開始された。ALOS-2は ALOSの後継機であり、セ
ンサとしては PALSAR-2を搭載している。
PALSAR-2はスポットライト、ストリップ、ScanSARモードを有し、大小合計 6モードある。以降の 3.5ヶ
月でこれらのモードを校正検証するために、1）校正機器の開発と日本国内サイトへ設置（選定も含む）、
2）CVSTサイトの設定＋アラスカサイトの設定、＋ブラジルサイトの設定、3）アンテナパターンの推
定、4）校正の実施、5）高次成果品の作成（特に、森林成果物と干渉成果物の作成）を行った。結果は、
PALSAR-2の初期校正期間における校正検証結果は、十分に良好な結果を収めた。具体的には、1）生
データの SNRは 13dB（PALSAR比 +5dB）、2）幾何学精度（5.3m）、3）クロストーク（-40dB）、4）レ
ンジアンビギュイティ、等、干渉精度の大幅向上、森林監視精度の向上、極域観測などで感度の向上
が確認された。合わせて、初期校正時期以降に発生した災害（口永良部島（8/3）、広島県豪雨（8/20）、
御嶽山噴火（9/29）、長野県北部地震（11/22）、桜島噴火（12/B）、阿蘇山噴火（1/5）、徳島県南部地震（2/5）
などの緊急観測に対応した）。11月 20日に校正検証確認会を実施し、11月 25日から一般にデータ提供
を開始した。PALSAR-2は PALSARよりも画像のサイズが大きく、ハンドリング上の困難、外来雑音、
アジマスアンビギュイティの改善点として残留しており、改善の検討が進行中である。それらを差し
置いても、PALSARに比べて大幅に感度の向上がなされており、地震や火山噴火に伴う地殻変動、森
林監視、北極監視、火曜監視などでの応用が強く見込める。

2. ALOS-3D：ALOS/PRISMデータを用 いた全世界 10m、30m 高精度 DEMの作製プロジェクトを進行
中であり、2014年末までに 7138 tiles（全数約 22000Tile）を完成した。NTT Data/Pasco/Restecと共同でデー
タ作成、販売が進行中である。

3. 先進光学衛星：80cm/70km、ボディポイント方式の衛星計画が予算化され、2019年度打ち上げを目
指してプロジジェクトが開始された。2015年 5月からの、国産光学衛星の空白期間がようやく埋まる
こととなった。

4. 将来 L-band SAR：ALOS-2後継の SARの一形態として、また 2020年代の先進的な SARの一形態
としての反射板型 SAR（広観測幅）の開発と高頻度化により高い精度の地殻変動抽出を可能にする技術、
より高度な応用として、ポラリメトリック・インターフェロメトリック観測による森林樹高の開発を
検討している。ドイツとの共同開発を進めているが、平成 27年度にどのようにプロジェクト化・予算
化するかが課題である。宇宙基本計画で明記された先進 SAR衛星に近い衛星である。

5. Pi-SAR-L2校正と運用：平成 25年度にアンテナ部の 85MHz化が完成し、本年度は校正実験と Pi-
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SAR-L2の校正をすすめた。Pi-SAR-L2はアンテナ部が完全 85MHzを有したことで、SAR画像の校正
精度、画質がともに大きく向上している。RA5で募集した合計 34人分の PI用フライトが進行中であり、
第 2回 PI会議を実施し、これまでの成果の確認と今後の実験計画について打ち合わせを行った。双方で、
処理解析記述が向上するとともに、解析に対する思考に幅が出てきており、従来の単一シーンでの解
析から時系列解析、同一日の複製データ解析に広がってきており、今後の 3D-T解析に移行中であるこ
とがうかがえる。

6. その他：競争的資金（基盤研究 C）に基づく研究（1件）の実施している。

7. 論文発表や賞：査読済み論文合計 18件（主著 8件、共著 10件）であり、今年は高 IFの Remote 

Sensing Environment （RSE）を多く占めている。また、2009年出版の Shimada, Masanobu; Isoguchi, 

Osamu; Tadono, Takeo; Isono, Kazuo, “PALSAR Radiometric and Geometric Calibration,” TGRS, vol. 47, no. 

12, pp. 3915-3932, December 2009が 2014 Highest Impact Paper Awardを受賞した。
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1.2 ALOS-2データを用いた PolSARデータ解析、災害解析、および新たな利用 大木　真人

1. はじめに

　ALOS/PALSARは PolSAR（多偏波 SAR）観測が可能な世界初の衛星搭載 SARであり、後継機であ
る ALOS-2/PALSAR-2も PolSAR観測モードを有している。いずれの衛星も、PolSAR観測にはデータ
発生量や送受信タイミングの観点から他のモードよりも分解能や観測幅に制約があるが、PALSARで
はグランドレンジが典型的なオフナディア角のケースで約 27mであったところ、PALSAR-2では 6.8m

に向上した。PolSARモードは地上の偏波散乱特性が全て取得でき、それが高分解能化することで、よ
り地上の状態が詳細に把握できると期待される。
　また、PolSARの利用には限定しないが、ALOS-2は災害監視を主目的の 1つとしており、ALOSと
比べ短い回帰周期、高い分解能、早い観測タスキングが可能となっている。
　以上から、本年度では PALSAR-2の PolSAR解析による情報抽出について、これまで課題となってい
る誤判別の多い土地被覆について解析方法の改善の検討を行った。また、災害については夏季の豪雨
や火山活動により PALSAR-2の緊急観測がたびたび実施されたため、画像からの情報抽出を目的とし
た判読や画像処理を実施した。
　また、SARデータを新たな分野で利用し、裾野を広げる共同研究も複数進めている。初等・中等教
育分野では、これまで未整備だった ALOS-2データを利用できる教育用ソフトウェアや教材の開発を
実施した。また、芸術分野においては、PALSAR-2の特性を生かした芸術表現の開発と実践を行った。

2. 研究手法と結果

　Lバンドの PolSARデータからの情報抽出では市街地 -森林や裸地 -水域の区別が困難とされるが、
これまでの PALSARデータ等での研究から、InSAR（干渉 SAR）解析を組み合わせた PolInSAR解析や、
画像の統計情報の利用によってこれを改善することができると考えられる。本年度はこのうち画像の
統計情報を用いた市街地 -森林の分離を PALSAR-2データで試みた。苫小牧の PolSARテストデータに
対して教師データを与え、機械学習（ランダムフォレスト法）によって分類を行い、統計情報を用い
ない分類と、画像のテクスチャ情報を加えて改善した分類の結果を比較した。その結果、森林、市街
地を含む 5クラスの分類で、分類結果の精度を示すκ係数は 0.6から 0.89に改善し、森林と市街地の
誤分類率は 19%から 9%に減少した（図 1）。
　災害監視については、本年度は夏季の豪雨による河川の増水（一部氾濫）や、活動中の火山のモニ
タを行った。このうち、西之島の噴火では、PALSAR-2画像で陸地の変化状況を確認でき、島の南側は
6月以降に海岸線が後退していること、北側は陸地が拡大していることが確認された（図 2）。画像か
ら推定した陸地の面積は、12/24で 2.31km2である。
　新たな利用の分野では、日本宇宙少年団との共同研究により、教育用衛星画像解析ソフトウェア
EISEI（平成 21年度宇宙利用促進調整委託費により開発）を ALOS-2データ（PALSAR-2 L1.1/1.5/2.1、
CIRC L1データ）に対応するよう改修し、これをセットにした配布教材を作成し配布した。また、金
沢美術工芸大学との共同研究では、PALSAR-2に写し込んだ CR（コーナー反射鏡）を星に見立て、町
をキャンバスに大地に星座を描く「だいちの星座」プロジェクトを遂行し、筑波市、守谷市それぞれ
で 100人を超える市民や子供が参加した。
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 3. 成果と今後の展望

　本年度の活動により、PALSAR-2の PolSARデータによる森林・市街地分離の精度向上が確認された。
画像の統計情報を用いた本解析は、PALSAR-2で分解能が向上して市街地の構造が見えることで初めて
可能になったものであり、幅広い分野で利用拡大につながると期待される。より多くの情報を引き出
せる PolInSAR解析を行うことと、より広範囲のデータに適用することが今後の主な課題となる。
　災害監視においても、分解能の向上が浸水域や火山活動の監視の詳細化に寄与していると考えられ、
例えば西之島の面積の推定結果は海上保安庁や国土地理院による航空観測の結果とほとんど一致して
おり、またそれらの航空観測が実施されていない日には代替として実際に PALSAR-2データが活用さ
れている。今後の課題としては、今年度あまり実施されなかった偏波情報を用いた解析や、より迅速
で分かりやすい情報発信の方法も検討が挙げられる。
　教育分野においては、特に開発した教育用のソフトウェアは ALOS-2データを扱える数少ないフリー
ソフトという点で重要であり、講習会などでより普及させることが重要となる。美術分野では、衛星
を用いた芸術表現技術が確立しつつあり、またメディアの関心も高く、地域活性化やリモートセンシ
ング技術の広報・普及にも効果があったことから、今後も発展的に継続する。

図 2: PALSAR-2観測画像観から推
定した西之島の陸地面積（2014年）

図 1: （a）PALSAR-2の Poｌ SAR解析画像、（b）テクスチャ
画像、（c）分類結果（緑：森林、赤：市街地）
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1.3 L-band SARを用いたバイオマス推定 渡邉　学

1. はじめに

　Lバンド SARの信号は、Xや Cバンドと比べて波長が長く、森林樹冠部をある程度透過することか
ら、森林バイオマスマップの作成が期待されている。本研究の目的は、L-band SARデータのみを用い
て、精度よく森林バイオマス推定を行う手法を探ることにある。本年度は、研究計画書に 5つの実行
計画を書いたが、そのうち計画 1では良い結果が得られなかった。そこで、計画 2と 3をキャンセルし、
代わりに計画 6を行った（詳細はプレゼンテーションで示す）。計画 4、5、6の概要と結果を以下に示す。

2. 結果

計画 4）PALSAR/PALSAR2データを用いて、PolInSAR手法を用いたバイオマス推定についての検討を
行う。
　北海道苫小牧市にある国有林で、航空機搭載 L-bandSARを用いて行った実験から、森林樹冠部の電
波減衰量が 0.3-1.1dB/mと見積もられた。この値と PALSARの干渉データから得られた位相を用いて樹
高推定を行ったところ、7～ 14%程度の精度で樹高推定ができる可能性が示された（表 1）。

表 1　PALSARの干渉データ（位相）と電波減衰量を使って推定された樹高

計画 5）地上設置型レーダを用いた樹木測定による、森林バイオマス推定精度向上の検討を行う。
　地上設置型 Lバンドレーダによる、モノスタティックとバイスタティックレーダシステムの開発を
行った。予備免許が総務省から降りたことから、2015年 1月より筑波宇宙センターで実験を行った。
その結果、森林とその下に置いたコーナー反射鏡からのレーダ反射を確認することができた（図 1）。

計画 6）L-band SAR 4偏波パラメータと相関の強い、森林パラメータを探す。
　計画 1-3では、L-band SARで得られる 4偏波パラメータとバイオマスの相関をさまざまな地域やさ
まざまな樹種で調べようと計画したが、良い相関を得ることができなかった。これより、4偏波パラメー
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タが実際の森林のどのパラメータと相関を示すかを調べるために、航空機 LiDARから得られる代表的
なパラメータと 4偏波データから得られる代表的なパラメータの相関を調べた。その結果、Lバンドの
HV偏波後方散乱係数（σ0

HV）はバイオマスでは 0.33の相関を示したのに対し、90th percentile（重みづ
け樹高）では 0.89と、よい相関を示した（図 2）。

図 1　地上設置型モノ &バイスタティックレーダで得られた、森林下コーナー反射鏡から
のレーダ反射

図 2　後方散乱係数（σ0）と LiDARパラメータの相関
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1.4 Monitoring tropical forest carbon footprints by PALSAR: present and future outlooks

 Rajesh Bahadur Thapa

1. Introduction

 Remote sensing and modeling techniques offer a practical means to monitor forest cover, analyze dynamics 

of forest cover change, examine the implications of forest policies, visualize the future patterns of forest cover, 

and relate the patterns to carbon stock density [1–4]. Evidence shows that light detection and ranging (LiDAR) 

allows accurate measurements of geographically referenced vertical forest structures, including canopy height, 

volume, and biomass [3]. Using LiDAR data, an allometric model for AFCS can be developed with a relatively 

small amount of fi eld measurements and modeling results can be employed to extend the fi eld data, providing a 

spatially extensive and detailed source of forest attribute information for calibrating an AFCS predictive model 

with PALSAR data covering larger areas [5]. However, direct estimation of AFCS from PALSAR data often faces 

saturation problems in higher biomass regions. Consideration of temporal SAR data analysis, inclusion of more 

polarizations, and engaging of machine learning algorithms can solve the saturation problem and improve AFCS 

estimations [5]. In addition to remote sensing techniques, spatial modeling techniques are required for visualizing 

and quantifying the future trend of AFCS [1]. Future trends depend on the past processes of deforestation 

consolidating the relationships between time, space, and causes. Spatial model [1] incorporates these relationships 

and extrapolates the likelihood of forest spatial patterns to the future offering a platform to examine the 

implications of different forest policies in AFCS so that appropriate measures to control deforestation and retain 

the AFCS can be formulated. In this research, we aim to create a baseline AFCS map using PALSAR mosaic data 

and estimate the future likelihood of AFCS patterns with different forest policy scenarios for a tropical forest in 

Asia. Riau Province located in the central Sumatra of Indonesia is selected as a study site. 

2. Method

 Considering the large size (9 million ha) of the study area, both fi eld measurements and airborne LiDAR 

surveys were conducted in 2012 and 2013. Due to differences in forest structure and the associated biomass in 

different land use and land cover (LULC) types, we include natural forest (peat-swamp, dry moist, mangrove, 

and regrowth) and plantations (acacia, oil palm, rubber, and coconut). In the field measurement campaigns, a 

total of 87 field measurement plots were established accommodating forest stands of all ages from mature to 

recently regrown. The details of fi eld measurements, plot specifi cation, and allometric equations used to derive 

aboveground biomass (AGB) are provided in [3, 4]. The amount of AFCS for each plot was considered as 47% 

of the fi eld measured AGB [4]. A total of 8000 ha of land surface was covered in the airborne LiDAR campaigns. 

Details of the LiDAR instruments, survey mechanism, and data processing method are explained in [3]. In this 

research, the LiDAR allometric model (eq. 1) developed by [3] was used to create additional AFCS plots. This 

procedure created 2,716 additional field equivalent plots making in a total of 2,803 plots for calibration and 

validation of the PALSAR based AFCS high resolution baseline map.
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AFCS Mg C ha–1 = 259.488 – (146.373 × MCH) + (4.738 × MCH2) – (4.881 × Cover) + (3.513 × 

MCH_cover) – (0.0954 × MCH2_cover) – (1.583 × QMCH_cover) + (22.568 × 

P50) + (26.118 × P90) (1)

 where, MCH = mean canopy height, Cover = forest cover as a percentage of all returns above the MCH, 

MCH_cover = MCH × Cover, MCH2_cover = MCH2 × Cover, QMCH_cover = quadratic MCH × Cover, P50 and 

P90 are the 50th and 90th percentiles of canopy height, respectively.

 Using these plots data, the 25m PALSAR mosaic data for the year 2009 and 2010 were processed applying 

machine learning algorithm. That provided a highly accurate high spatial resolution AFCS baseline map. The 

AFCS mapping uncertainty (23.47 Mg C ha–1) is very low as compared to the contemporary studies in tropical 

forest regions. Details of the mapping process can be found in [5]. To create expected AFCS footprints in the 

future, the forest cover map for 2010 and scenarios maps for 2015, 2020, 2025, and 2030 from [1] were used. 

Three scenarios were considered: business as usual (BAU), governance – forest conservation (G–FC), and 

governance – concession for industrial plantations and selective logging (G–CPL). The BAU scenario assumes 

that the deforestation process will continue with the same past trend everywhere in the province, and therefore, 

AFCS removal will occur in the corresponding deforested areas. The demand and supply of forest landscapes 

and the forest policies that impacted the deforestation trend in the past will continue. In the G–FC scenario, the 

deforestation process does not follow the past trend and, in the future, will only occur beyond the conservation 

area. In this case, the forest carbon stock remains untouched inside the conservation areas. The G–CPL scenario 

includes the concession area allocated for industrial plantations and selective logging where future deforestation 

processes will be confi ned to the concession areas only, and therefore, the AFCS will be untouched outside this 

area. Scenario–wide AFCS maps were created for 2015 to 2030 in fi ve–year intervals.

3. Results and discussion

 Figure 1 shows the AFCS baseline map for 

the study area in which interesting spatial patterns 

of AFCS ranging from > 0 to 334 Mg C ha–1 can be 

observed. The spatial patterns in the map show that the 

majority of the areas have a carbon density between 

100 and 200 Mg C ha–1. The high-density areas are 

mostly dominant along the north to south eastern and a 

margin of the western part of the province. The central 

parts from north to south show low carbon density. 

These patterns are formed by natural and plantation 

forests. The low-density areas are mostly covered by 

plantation forests, agricultural lands, and urban forestry 

while the higher density areas align with the natural 

intact forests, including peat swamps, dry moist, and Figure 1. AFCS map of Riau Province.
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regrowth forests. The slightly high density of AFCS observed in the islands located in the central-east part and 

the southeast margins of the province are of mangrove forests. The natural forest areas only cover 3.68 million 

hectares that store 265.57 million tons of AFCS. The natural forest AFCS density accounts for 71.99 Mg C ha–1 

province–wide.

 Figure 2 shows the maps of conservation areas, concession areas, an AFCS map for natural forest cover 

for 2010, and scenario–wide simulated AFCS maps for the years 2015, 2020, 2025, and 2030. The difference in 

the spatial pattern of the AFCS areas between the BAU and the other two scenarios are obvious. If the historical 

deforestation trend continues without any policy intervention as evidenced by the BAU scenario, the AFCS will 

be consistently released from the major forest areas by 2030. The AFCS removal will likely happen from the 

environmentally sensitive areas, including the conservation areas, peat–swamp areas in the northeastern part of the 

province, and the dry–forest areas in the southwestern part of the province. This means that the ongoing land use 

change activities are extremely serious and immediate sustainable measures are required for forest protection. The 

spatial patterns of AFCS in the G–CF scenario are slightly similar to those of the BAU, except in the conservation 

areas. The remaining spatial AFCS lands are quite large in the G–CF scenario due to the impact of the forest 

conservation policy. All the remaining forests in the conservation areas in 2010 remain untouched, and so does 

the AFCS in the future. However, deforestation pressure will likely occur beyond the conservation areas, rapidly 

releasing AFCS in the sub–regions located in the northern part of the province by 2015 and 2020. The governance 

scenario (G–CPL) produced better spatial patterns of AFCS distribution in the province as compared to the 

former scenarios. AFCS removal will likely occur only inside the lands allocated for concession. If this policy is 

implemented without modifi cation, all the sub–regions will still have a considerable amount of AFCS even by the 

end of 2030.

Figure 2. AFCS patterns from 2010–2030 according to the three forest policy scenarios.
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 Figure 3 presents the expected AFCS emission from the province through 2030 in fi ve-year intervals for each 

scenario. The impact of the various scenarios in the estimated AFCS emission is dynamic at different time periods. 

If the current trend continues as evidenced by the BAU, more than 75% of the current AFCS will likely be released 

to the atmosphere by the end of 2030. The trend shows that the AFCS removal will be faster in earlier years where 

two thirds of this forest carbon will be in the air in the next 10 years. This could result in adverse environmental 

consequences globally. The G–CF as compared to the BAU scenario shows some chance of making an impact by 

reducing the AFCS released by 2% in 2015, doubling the percentage in 2020 till about 8.5% in 2030. However, 

the AFCS trend of the G–CPL scenario is expected to be surprisingly different from those of the other scenarios. 

This scenario gradually slows down the forest carbon emission from the stocks by controlling the deforestation as 

compared to the other scenarios. In the G–CPL scenario, the estimated AFCS release will likely be about 31% in 

2030, a reduction of 2.5 times as compared to the BAU scenario. It is noteworthy that the G-CPL scenario likely 

delays the carbon emissions by a further 15 years whereas a similar amount is expected to release in 2015 under 

the ongoing process as indicated by the BAU scenario. If we consider the BAU scenario as a reference, the G–CF 

and G–CPL scenarios will likely save 23.0 and 120.7 million tons of AFCS, respectively, from deforestation by 

the end of 2030. Detailed methods and results analysis are provided in [5].

Figure 3. Scenario-wide estimated AFCS emissions due to deforestation in the province 
for over the next two decades.
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1.5 PALSAR-2を用いた干渉 SARによる地形・地形変動および散乱源変動の

 観測の高精度化と SARの校正検証への応用 夏秋　嶺

1. はじめに

　ALOS-2 の打ち上げ成功により、L-バンド SAR衛星を利用した従来より高分解能かつ高頻度の地球
観測が可能となった。SARの利用方法の中でも、地殻変動を計測する差分干渉 SARは、地震や火山活
動の推定だけでなく未知の断層の発見や地盤沈下の推定といった様々な場面で利用されており、今後
も発展が期待されている。従来の干渉 SARにおいては干渉性の低い地域の存在や観測期間の隔たりか
らくる干渉位相の曖昧な領域が存在し、定量的な解析が困難な領域が存在していた。本研究では、従
来は計測が困難であった斜面が急峻な地域や干渉性が低い地域での、干渉 SARによる精度の高い計測
を可能にすることを目標とする。

2. 研究計画

　研究期間を通じての目標は電離層や対流圏の遅延成分や、地表面の状態といった SAR干渉画像の外
乱要因をより精度よく校正することである。2014年度は、PALSAR-2により得られた SAR画像に対し、
既存の干渉処理および位相、振幅の物理的な考察から求められる統合的な地形・散乱源情報の抽出手
法を適用することを目標とした。

3. 研究内容

　従来の干渉処理手法として、複素相互相関による位置合わせ、振幅画像と既知の地形図との比較に
よる位置合わせを利用した位置合わせ手法、マルチルック処理による平均化を行った。また、筆者は
過去に振幅画像から推定した干渉縞の位相差を利用した位置合わせ処理を提案しているため、これを
PALSAR-2の干渉処理に適用し、PALSAR-2における従来手法と提案手法の比較をおこなった。
　この提案手法は、従来的な相互相関および既知の地形を元に位置合わせを行った干渉画像中の位相
特異点（Residue と呼ばれる）が存在している地点が局所的な水蒸気遅延や地形など何らかの理由によ
り周囲とオフセット量が異なっていると考え、その地点において再度位置合わせを行うというもので
ある。位置合わせ結果を評価するために、Residue の消滅だけでなく陰影からの形状知覚（Shape from 

Shading: SFS）を用いる。これは、SFSにより位置合わせ後の位相差がどのような値になるかを位相画
像から独立して推定することができるためである。求めた推定位相差と、位置合わせ後の干渉画像の
位相差の違いが最も小さい状態が、正しく位置合わせを行われたと判定することで、より高い干渉精
度を確保するというものである。

4. 研究結果

　図 1に従来手法および提案手法で作成した干渉画像を示す。使用した観測データは震災前 2014年 10

月 2日 、震災後が 11月 27日の観測 である。従来手法でも干渉性が非常に高いことがわかる。図 2は
そのうち下中央部の干渉縞が密になっている部分を拡大したものである。両画像ともマルチルック処
理、フィルタ処理のいずれも適用していない。従来手法ではフィルタ処理なしでは干渉縞があいまい
で断層位置や変動量が直感的にも把握できないが、提案手法によって干渉縞がより明瞭になっている
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ことがわかる。図 3に図 1の干渉画像に対応するコヒーレンス画像、およびコヒーレンス値の比較グ
ラフを示す。提案手法の方が干渉性の低い領域が減っていることがわかる。コヒーレンス値の平均は 0.3

から 0.32への増加に留まるが、干渉縞としての地殻変動の検出能力の向上が見て取れる。

図 1　2014年 11月 22日発災の長野県北部地震前後に観測した ALOS-2 / PALSAR-2 の差分干渉画像。
左：従来手法、中：提案手法、右：強度画像

図 2　図 1の下中央部における干渉画像。左：従来手法、中：提案手法、右：強度画像

図 3　図 1の干渉画像のコヒーレンス画像および比較グラフ
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　図 4は 2014年 8月の口永良部島新岳の噴火に際して行った差分干渉処理の結果である。この噴火に
おいては火口周辺の限られた領域でのみ地形の変位が認められ、特に火口内（火口底部ではなく側壁
と考えられる）は火口の外部とは異なる位相値を表した。火口内の全ピクセルの位相の平均値は従来
的な手法で 2.29ラジアン、一方で提案手法の場合は 2.26ラジアンとほとんど変わらなかった。この位
相変化は衛星の視線方向に対する約 4.3cmの伸長に相当する火口の沈降が起こったと考えられる。一
方で、火口内の位相値の 分散については、従来手法で 2.26、提案手法で 1.97と提案手法の方が向上し
ていた。すなわち、提案手法を用いた方が火口内の沈降の量としてはより信頼度が高いと考えられる。

図 4　左：口永良部島の差分干渉画像、中：従来手法の火口部、右：提案手法の火口部

　図 5はフィリピン、マヨン火山における差分干渉結果である。この火山も 2014年 9月に噴火し、こ
ちらは溶岩の流出があったと報じられた。この噴火の前後に観測されたPALSAR-2 画像はScanSAR モー
ドのもののみであったため、ScanSAR-ScanSAR 干渉処理による噴火の評価を試みた。その結果、火山
山頂付近において位相値の変化を認めたものの、周囲の陸地にも同程度の位相変化が見られたため、
水蒸気等の遅延成分の分離ができておらず、数値としての地形変位は算出できなかった。一方で、コヒー
レンス画像を見ると山頂付近に限り大きな干渉性の低下が認められたため、山頂付近において岩石の
崩落や溶岩の流出といった地表面の著しい変化があったものと考えられる。

図 5　フィリピン、マヨン山における ScanSAR-ScanSAR 差分干渉結果
左：位相画像、右：コヒーレンス画像
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5. 今後の展望

　PALSAR-2 は、その高頻度の観測と短い垂直基線長のために地殻変動の詳細な検出が可能である。ま
た、提案手法を利用することで、従来的な平均化フィルタの適用をせずとも、気象条件等が良ければ
高い分解能の干渉画像を作成することが可能である。一方で、現在の提案手法の実装状態では、地表
面の区分化が十分にできておらず、違う種類の散乱源であっても無視して位置合わせをしてしまう、
電離層や水蒸気遅延の影響が大きく補正できない、といった問題点がある。今後は、これらの改善を
進めることで、より精度の高い地殻変動検出の実現を目指す。
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1.6 ブータンヒマラヤにおける氷河湖拡大に氷河縮小と地理的環境が与える影響の評価

 永井　裕人

1. はじめに

　氷河湖決壊洪水は社会インフラや住居に甚大な被害を与える場合があり、ブータンヒマラヤではい
くつかの防災関連事業が行われてきた。しかしこれらはすでに拡大した氷河湖を対象に実施されてお
り、そもそもどのような氷河湖が拡大しやすいかは、科学的な理解に至っていない。リモートセンシ
ングを利用し、拡大する可能性を事前に広域評価できれば、山岳国における防災対策に大きく資する
と期待される。

2. 研究計画

　本研究では、氷河湖決壊洪水の危険度を上げる可能性のある湖拡大プロセスについて、衛星データ
を用いて地球科学的な知見を見出し、将来大きく拡大する可能性のある氷河湖を特定するために注目
すべき地理的要素と解析方法を見出すことを目指す。ブータンヒマラヤではこれまでに ALOS画像を
用いた詳細な氷河・氷河湖データベースが別々に構築された。これらを統合し、氷河湖拡大に寄与す
る要因を解析し、リモートセンシングによる氷河湖拡大可能性の評価手法を開発する。そのため、今
年度は氷河データベースの精度評価および氷河・氷河湖の基本的統計情報のまとめ・考察を行った。

3. 研究内容

　既に完成している氷河データベースは ALOS/PRISM画像を利用した世界的にも精度の高い抽出を
行っているが、解析者による目視判読・手動抽出に依存している。したがって、他機関によって作成
された氷河台帳と比較し、抽出の妥当性を検証し、誤差要因の考察を行った。
　さらに上記氷河データベースと同じ ALOS画像で作成された氷河湖データベース（図 1）は、既に
EORCのウェブサイトにて公表されているが、互いに関連付られていない。これらを統合し、一つの氷河・
氷河湖データベースとして扱えるように整理する。さらに、氷河湖の空間分布およびその時系列変化
を解析し、拡大する氷河湖と氷河分布との関係性を考察する。

4. 研究成果

　異なる台帳から得られた氷河輪郭の重複度を表す指標をもとに、ALOS画像によって作成された氷河
台帳（AL）（図 1）を ICIMOD（IC）、ランドルフ（RD）、GAMDAM（GM）が提供する台帳と比較し
た。ALに対して ICと GMの氷河抽出結果は比較的よく一致しているのに対し、RDでは大きくずれて
いる氷河輪郭が多いという結果が得られた。RDは 1970年代に写真測量によって得られた地形図から
作製されており、氷河の切り分けなども十分に修正されておらず、他のすべての台帳と著しく一致し
ない抽出結果であった。ICはランドサット画像から NDSI等によって自動的に抽出しており、一方の
GMは同画像の手動抽出によって作成している。自動手動の違いはあるが、両者ともグーグルアースの
高分解能衛星で氷河輪郭を修正する作業を行っており、これが岩屑被覆や急峻な崖の多い地形では重
要な役割を担うと考えられる。
　次に、ALOS画像によって抽出された湖の輪郭を 1980年前後に取得された SPOT画像と比較し、過
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去約 30年での拡大状況を把握した。2時期について湖と氷河との接触の有無で分類したところ、引き
続き接している湖（86）、途中で離 れた湖（58）、最初から離れている湖（317）、新しくできた湖（36）
に分類された。これらについて 30年間の拡大率を比較したところ、拡大し続ける湖の特徴として（1）
氷河と引き続き接していること、（2）氷河末端が岩屑に覆われていること、（3）標高が低いこと、（4）
氷河の標高分布幅が広いことが見出された。一方で、東西方向での分布や標高分布には特徴が見られず、
氷河表面の傾斜にも顕著な傾向は見られなかった。

5. 今後の展開

　今後の課題としては、拡大する湖を有する氷河について、周辺の地形などに注目し、他の氷河との
相違点をさらに分析することが挙げられる。また、査読中の海外誌論文が受理され次第、それを引用
文献として、氷河データベースもウェブ公開する予定である。

図 1）ALOSによって抽出されたブータンヒマラヤにおける氷河と氷河湖
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2.1 GOSAT利用研究プロジェクトの総括 中島　正勝

1. はじめに

　温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」GOSAT（Greenhouse gases Observing SATellite）は、温室効果
ガスの中でも温暖化への寄与が大きい二酸化炭素とメタンの大気中濃度の全球分布を宇宙から高精度
に観測するための衛星である。軌道上では打ち上げ環境並びに軌道上環境によりハードウェア特性に
地上試験時との相違及び経年変化が生じる。またデータの蓄積に伴い地上試験時には知りえなかった
事象が発生することが多々ある。特に GOSATは JAXAとして初となるフーリエ変換分光計を搭載して
おり、かつ短波長赤外域をフーリエ変換分光計にて測定する衛星は世界初であるため、軌道上での知
見に乏しい。そのため、軌道上校正として衛星に搭載した校正源並びに代替校正によりデータの精度
を保証する必要がある。GOSATの利用研究はこれらの校正を行い輝度スペクトル精度を保証・維持し
レベル 2プロダクトである二酸化炭素濃度並びにメタン濃度の算出精度を目標精度を達するとともに、
より良い精度を目指してアルゴリズムを研究、作成していくことを第一の目的とする。
　GOSATは 2009年 1月 23日に打ち上げられ、2014年 2月（定常運用終了審査会）に定常運用を完了、
後期利用段階に移行した。TANSOレベル 1Bプロダクト（輝度スペクトル）は 2009年 10月から一般
に公開され、2015年 2月現在は V161.161が提供されている。レベル 2プロダクト（FTS SWIRの二酸
化炭素・メタンのカラム平均濃度）は 2010年 2月から一般提供され 2015年 2月現在は、V2.21（2014/5/14

まで）および V2.31（2014/6/16以降）が提供されている。FTS TIRレベル 2プロダクト（二酸化炭素及
びメタン濃度プロファイル）は 2012年 3月 30日に V00.01のプロダクトを約 8か月分公開した後、偏
光補正等を施した V01.01を、2014年 7月より RA PIに公開し、レビューを受けている。問題がなけれ
ば一般向けに公開する。レベル 4プロダクトである全球の月別・地域別の二酸化炭素およびメタン吸
収排出量（正味収支）を推定した結果が 2015年 1月 29日にバージョンアップされて公開されている。
　2014年 5月 25日に太陽電池パドルの片翼の回転が停止し 1翼での観測となったが、太陽電池の劣化
等が設計予測より小さく全機能を動作させての運用を行っている。また、本件の発生後 TANSO-FTSの
ZPD（光路差ゼロ）位置の変動レートが大きくなる事象が発生したが、ZPD位置に 800フリンジのバ
イアスをかけることで安定して運用している。この状態での装置関数を作成し国立環境研究所に提供
した。また、2015年 1月 26日に、潤滑剤の特性変化により制御則のパラメータ調整範囲を超えたと判
断し、ポインティングミラーを主系から冗長系に切り替えて運用を継続している。

2. 研究計画

　「全球地球観測システム（GEOSS）10年実施計画」において地球規模の環境問題の解明に資するとの
中期計画に基づき、平成 26年度は、GOSATの後期運用を継続し、温室効果ガス（二酸化炭素、メタン）
に関する観測データを取得し、国内外のユーザへの提供を行うとともに、関係機関等と連携した利用
研究・実証を通じ、観測データの利用の拡大を行うことが年度計画である。本計画に基づき、GOSAT

利用研究においては、校正検証によるプロダクトの品質の維持・向上を継続するとともに、TANSO-

FTSの熱赤外バンドを利用する高次プロダクトを作成するためのアルゴリズム開発、精度検証、プロ
ダクト作成と公開を行う。
　また、1号機よりも目標達成時期が早い GOSAT-2において、打ち上げ後の校正検証を速やかに実施
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するための利用研究系の準備を進める。

3. 研究内容と成果

3.1 校正

　校正を継続して実施し、L1プロダクトの品質を向上すべくアルゴリズム改良を実施した。
　レベル 1プロダクトである輝度スペクトルの校正は、ハードウェアが元々持つ特性の補正に加えて
軌道上での経年変化、軌道上異常事象などスペクトルに影響を及ぼす事象の補正がある。
　平成 26年度においては、TANSO-FTSレベル 1Bプロダクトに関して下記の補正を追加した。
　①ハードウェア特性の補正
　　a）プリアンプ位相遅延補正
　　　-  入力強度に依存した位相遅延とその変化（事象は平成 25年度に判明）による非線形性の補正

を EM、試作モデルなどによる地上試験データと実観測データから推定しアルゴリズムに取り
込んだ。

　　b）サンプリング不等間隔補正のパラメータ変更
　　　-  サンプリングレーザと干渉計のアライメントずれ並びにサンプリングレーザの 0クロス点の

検出のジッタなどによりサンプリング間隔が不等になり系統誤差を持つ事象に対してこれま
で補正パラメータを提供してきたが、そのパラメータを見直し処理に反映した。

　②経年変化の補正
　TANSO-FTSの絶対感度の変化を確認するため、国立環境研究所、NASA/JPL OCO-2チームと共同
で、2014年 6月 17日～ 6月 29日に、NASAアームストロングリサーチセンターおよび米国ネバダ
州 Railroad Valley（RRV）において代替校正評価を実施、各センサの観測輝度と地上測定データから
のシミュレーション輝度との比較を行うことで感度の変化を算出、輝度換算係数（大気による吸収
補正済）に加えてバンド別に劣化補正係数の算出・提供を実施した。RRVでの観測から算出した感
度変化は図 1の通りである。

図 1　Railroad Valleyにおける代替校正による TANSO-FTS（バンド 1～３）の感度変化
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　③軌道上で発生した異常事象への対応
　　a）ZPD（Zero Path Difference）シフト

　ZPD位置にバイアスを持たせたことにより走査の一方の端では本来の走査幅よりも狭くなり
波数分解能が劣化する。そのため、所定の波数分解能を得るためにもう一方の側の情報を用い
て狭くなった分を補償するアルゴリズムを生成した。ユーザからの意見を取り込み改良を実施
し、従来よりもスペクトル質が向上したことを確認した。

　　b）TANSO-FTSポインティングミラーの指向ずれ
　TANSO-FTSのポインティングミラー指向ずれに関し、ずれ量が安定していることから 2週間
分のデータから算出したずれ量を観測立案時に取り込み目的の観測点を 0.4°以内のずれで指向
できるようにした。

　　c）ポインティングミラー切り替えに伴う B系の特性評価
　ポインティングミラーの B系のへの切り替えにあたって、輝度、分光特性、ポインティング
精度について A系との相違について評価した。輝度、分光特性については A系と相違なく、レ
ベル 1アルゴリズムは A系と同様のものが使用可能と判断した。一方ポインティング精度は A

系とは異なる傾向を示しており、今後評価を継続、誤差角の安定度から補正データの提供もし
くは立案時の補正を考慮していく。

3.2 検証

　長期間、地上から大気中の二酸化炭素、メタンのカラム量を取得することを目的に、佐賀大学に設
置した大気観測用超高分解赤外フーリエ干渉分光計（通称：地上 FTS）を使用して 2011年 7月から継
続的に測定を実施、検証への利用とともに TCCONの 1サイトとしてデータを提供している。
　また、JAMSTECの船舶に船舶搭載大気微量成分カラム平均濃度測定装置を搭載し、2010年より船舶
の運行経路に沿って海上での二酸化炭素気柱量を測定している。本年度は 2014年 11月～ 2015年 2月
に西太平洋及び南太平洋にて二酸化炭素及びメタンのカラム量データを取得、精度評価を行った。そ
の結果精度等まだ十分とは言えずさらに詳細な検討が必要である。
　なお、海面付近の XCO2と気柱量との関係推定を行ったが、カラム量のばらつきが大きいことから
明確な関係をまだ見いだせていない。海上データの蓄積、データ処理方法などの改良を行っていく必
要がある。

3.3 TIRを利用した高次プロダクト

　熱赤外データ等の高次処理については、熱赤外バンドからの二酸化炭素及びメタン濃度プロファイ
ルの導出アルゴリズムについて使用波長範囲の追加、水蒸気や気温の同時推定などの見直しを実施
（V01.01）、RA PIへ公開し、一般公開に向けてプロダクト検証を実施した。また、GOSAT-TIR スペク
トルを用いて推定した海面温度（SST）を用いて、ブイのデータとの比較等 TIRバンドの安定性評価を
実施した。

3.4 利用推進

　データ利用を推進するため、データ利用者の利便性向上を目的に以下の変更等を実施した。
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　①データフォーマットについて、複数の場所にあった同一データの統合などを実施。
　②スペクトルに輝度データを追加し、ユーザが自身で計算する必要をなくした。
　③  TIRの視野角 0°相当のスペクトルを作成し、主に気象ユーザが精度を維持したまま計算処理を早
くすることを可能とした。

　④  SWIR偏光ミュラー行列そのものをフォーマットの中に入れることで、ユーザが計算を行うこと
なく行列を使用することを可能とした。

3.5 データ利用

　校正検証を通じてデータの精度向上を図ってきたことにより濃度算出精度は目標を大きく上回り、
世界の大都市等においてその周辺よりも二酸化炭素濃度が高い傾向が見られ、その濃度差と化石燃料
消費量データから算出した濃度差との間に正の相関があることから、「いぶき」は大都市等における化
石燃料消費による二酸化炭素濃度の上昇を捉えている可能性が高く、衛星で二酸化炭素濃度を観測す
ることが、化石燃料による温室効果ガス排出（インベントリ）の監視ツールとして有効利用できる可
能性があることが分かった。（平成 26年 12月にプレスリリースを実施。）図 2に人為起源と推定され
る CO2濃度を示す。

図 2　「いぶき」により高濃度（平成 21年 6月～平成 24年 12月の平均）の人為起源 CO2が観測され
た領域（1度グリッド。赤道で 100kmグリッドに相当。25個以上の「いぶき」データがあるグリッド
のみ表示。）と人為起源 CO2濃度推定量
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4. 今後の展望

　代替校正実験などを通じて L1Bプロダクト品質の維持向上に努めるとともに、L1Bアルゴリズムの
改良点の有無の検討を行い、要すれば改良を行うことでより高い精度のプロダクト生成を目指す。また、
最近衛星からの植生クロロフィル蛍光観測が可能になったことにより、GOSAT, OCO-2, GOME-2など
のデータから植物の光合成に伴う CO2吸収量である総一次生産（GPP）との関係も盛んに研究されて
いることから、陸域炭素循環へのデータ利用について研究を行うことを考える。また、大気中の二酸
化炭素濃度上昇とともに、海洋の酸性化が指摘されており、大気 -海洋間の CO2交換に関する研究を
進めていく。
　さらに、衛星等による二酸化炭素等大規模排出源の監視に関する研究を進め、その成果の GOSAT及
び平成 29年度打ち上げ予定の GOSAT-2への応用を進め。
　また、2号機のアルゴリズム開発も念頭におき熱赤外域による雲ダスト特性算出アルゴリズムの検討
を行う。
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2.2 GOSAT観測データの品質向上ための校正・検証に関する研究 川上　修司

1. はじめに

　温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT: Greenhouse gases Observing SATellite）「いぶき」）は、2009年 1

月 23日に打ち上げられ、主要な温室効果ガスである二酸化炭素（CO2）とメタン（CH4）の気柱平均濃
度（XCO2, XCH4）を宇宙から観測している衛星である。GOSATは 2009年 4月から定常的に観測デー
タの取得を開始し、CO2と CH4の全球濃度分布の導出し、6年以上の観測データを一般公開している。
　GOSATで観測されている XCO2, XCH4 の検証は、独立な観測装置かつより精度の高いデータを用い
る必要があり、主に陸上に設置された高分解能フーリエ変換分光計 （FTS） による観測データのネット
ワークである TCCON（Total Carbon Column Observing Network）のデータを使っている。JAXAでは、
TCCONサイトを、佐賀大学で運用している。また、GOSATで取得されている海洋上のデータは、陸
域とは異なったサングリント観測方式で取得されたものである。GOSATの XCO2, XCH4の検証に利用
できるデータは主に陸上に限られ、海洋上の XCO2および XCH4を独立に検証するために、海洋上で検
証データを取得している。

2. 研究計画（第 3中期などの中期計画と、今年度の計画の概要）

　年度計画は、GOSATの後期運用を継続し、温室効果ガス（二酸化炭素、メタン）に関する観測デー
タを取得し、GOSATの観測データについて、国内外のユーザへの提供を行うとともに、民間・関係機
関等と連携した利用研究・実証を通じ、観測データの利用の拡大を行うことである。このため、衛星デー
タの校正・検証用の観測機器を用いて検証データを取得するために、代替校正実験の際に、小型 FTS

を用いて検証データを取得する。陸域平野部での検証データを取得するため、佐賀大学本庄キャンパ
スに配置してある高分解能 FTSを用いて、検証データを継続的に取得する。海洋上のGOSATの検証デー
タを取得するために船舶に観測機器を搭載し、データを取得する。

3. 研究内容

3.1 GOSATデータ検証のための地上高分解能 FTSによる二酸化炭素およびメタンの気柱量の長期観測

　高分解能 FTS （Bruker, IFS 125HR） を使用し、佐賀にて、XCO2, XCH4を継続的に測定している。この
FTSは、佐賀大学内に設置した 12ft貨物コンテナ内に収められ、コンテナ天井部に設置した太陽追尾
装置（Bruker, A547N）により光源となる太陽直達光を導入している。太陽追尾装置は、時刻・位置を
もとに太陽位置を計算し、太陽を補足した後、4象限検出器により FTSに入射される太陽光の強度が
最大になるように方位角および仰角方向にモーターを動かす機構で追尾している。データの取得波数
領域は、3900-14000 cm-1 （InGaAs及び Si））で、ビームスプリッターとして CaF2を使用し、波数分解能は、
0.02 cm-1 （MOPD = 45 cm）で観測している。取得されたスペクトルデータに、TCCON共通のスペクト
ルフィッティングアルゴリズム （GFIT）を適用して、XCO2 , XCH4およびその他の大気微量成分 （CO2, 

CH4, N2O, CO, H2O, HDO, HF） カラム平均濃度導出を行っている、2011年 6月から佐賀大学本庄キャン
パス内で測定を開始し、2014年 1月までの GOSATの定常運用期間及びその後の後期運用期間も佐賀
において測定を継続している。また、長期観測においては、装置の性能を維持することが重要である
ため、定期的にガスセルを用いて変調効率と位相誤差の評価を実施して、装置関数が安定しているこ
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とを確かめている。

3.2 GOSATデータを用いた大気－海洋間の炭素収支推定のための船舶による全球 CO2濃度観測

　地球温暖化、気候変動問題に資する気候変動予測やデータ統合・解析には、時空間的に密度の高い
海洋観測データが強く求められている。特に二酸化炭素（CO2）のデータについては、水温、塩分等の
物理量基本パラメータに次いで必要とされている。北太平洋と北大西洋については測線が多く、時空
間的に密な観測値が得られている。一方、南太平洋、南大西洋、インド洋、南大洋については測線が
少なく、未だに CO2の観測空白域が多く存在する。一方、衛星観測では全球のデータが均一に取得で
きることから、衛星で取得できる海面表層の衛星データを組み合わせて面的に海洋上の CO2収支を推
定する手法を開発できれば、観測空白域での海洋の CO2収支の推定に役立つと考えられる。

　研究船「みらい」等で実施している海上表層大気中の CO2濃度（ CO2X surf）測定、および太陽光を用い
た CO2大気カラム平均濃度（ CO2X col）測定を実施し、海洋におけるそれらの CO2の関係を推定する。こ
れらの船舶データセットから CO2X surf と CO2X col の関係を求めることで、人工衛星により観測された CO2X col から
全球の CO2X surfを推定することができる。水温（SST）等の人工衛星（GOSAT）で観測可能な物理量を用いて、
海水中の CO2濃度（ CO2X sea）推定し、人工衛星（GOSAT）データから大気－海洋間の CO2交換量（フラッ
クス）F ∞ ( CO2X sea  − CO2X surf )を推定する。
　GOSATによって観測されている大気中の二酸化炭素およびメタンのカラム平均濃度（XCO2, XCH4）
の検証を行うためには、それとは独立な観測手法から得られたより精度の高いデータを用いる必要があ
る。GOSATの目標精度はそれぞれ 1%および 2%である。現在、GOSATの XCO2, XCH4の検証に利用で
きるデータは主に陸上に限られ、陸上に設置された高分解能フーリエ変換分光計（FTS）によるデータ
と民間航空機に搭載された CO2濃度連続測定装置による空港周辺のデータのみである。一方、GOSAT

で取得されている海洋上のデータは、陸域とは異なったサングリント観測方式で取得されたものであ
り、海洋上の XCO2および XCH4を独立に検証する必要がある。本研究では、光スペクトラムアナライザ
を用いた小型の装置を採用し、船舶搭載型大気中二酸化炭素およびメタン気柱量測定小型装置として、
測定の自動化を図り、船舶に搭載して測定を実施した。これまで、海洋地球研究船「みらい」による 2

回の航海MR12-02 （Leg 1: 2012年 6月 4日 -6月 24日と Leg 2: 6月 25日 -7月 12日）、およびMR12-03 

（2012年 7月 17日 -8月 29日） 等で実施してきた。より多様な海域で多くの検証データを得るために、「し
んかい 6500」世界一周航海「QUELLE 2013」に参加し、データ取得を試みた。さらに、MR14-01,02（2014

年 1～ 3月）に参加してデータを取得した。

4. 研究成果

4.1 GOSATデータ検証のための地上高分解能 FTSによる二酸化炭素およびメタンの気柱量の長期観測

　佐賀における観測結果を 2011年 7月からの XCO2の時系列図として図 1に示す。XCO2については
光合成の活発な夏期に極小値をとり、冬季に濃度が増加する明瞭な季節変化が観測されている。地上
FTSデータと GOSATデータで、緯度経度± 2度の矩形及び± 30minの条件でマッチアップをとって
検証を行った。この結果、バイアス 0.35 ppm、RMS 2.5 ppmであった。NIESが実施した TCCONサイ
トを複数使った検証結果（-1.2+/-2 ppm）と比較すると、佐賀では、バイアスはばらつきの範囲内で
同程度であるが、ばらつきが若干大きい。エアロゾル量が比較的大きいサイトであるが、地上 FTSと
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GOSATデータの差が、エアロゾル量と明確な相関を持たなかったため、明確なエアロゾルの影響は受
けてないと考えられる。

　　　　図 1　佐賀の XCO2の時系列図　　　　  　　　　　　図 2　地上 FTSによる GOSATの検証

4.2 GOSATデータを用いた大気－海洋間の炭素収支推定のための船舶による全球 CO2濃度観測

　GOSATの海洋上データの検証を実施し、GOSATの海洋上のデータは、バイアス 1.12 ppm、ばらつ
き 2.26 ppmの結果を得た。地上 FTSによる検証結果と比較して、バイアスが 若干高いが、ばらつきの
範囲内であるため、海上のデータが地上データと比較して差はないと考えられる。ただし、船舶での
測定方法など違いなどさらに詳細な検討は必要である。GOSATデータから海上の吸収排出量を推定す
る手法を検討するためのデータ取得し、 CO2X surfと CO2X col の関係を推定をこころみたが、現場測定に比べてカ
ラム量のばらつきが大きいことで明確な関係は見いだせなかった。引き続き海上でのデータ取得を継
続するとともに、データ処理の工夫、測器の改善を実施していく。
　このような関係を海域毎に導出できると、今までデータが少なかった 海域について、人工衛星デー
タを用いた時空間分解能が高い CO2交換量の観測ができると地球シミュレータなどを用いたモデル研
究へ大きく貢献できる。

5. 今後の展望

　毎年 6月に実施する代替校正実験にて、可搬型 FTSを用いて検証データを取得する。佐賀にて地上
FTSを用いて検証データを取得を継続する。これらの活動を継続しつつ、あらたな活動として、GOS-

AT, OCO-2, GOME-2などから植生のクロロフィル蛍光の観測が可能になり、植物の光合成に伴う CO2

吸収量である総一次生産（GPP）との関係も盛んに研究されている。このような陸域炭素循環へのデー
タ利用の促進を図っていきたい。
　引き続き、「みらい」にて、MR15-04（平成 27年 11月 5日～平成 28年 1月 28日）として、東部熱
帯インド洋でデータ取得を実施する。大気中の二酸化炭素濃度上昇とともに、海洋の酸性化が指摘さ
れており、大気 -海洋間の CO2交換に関する研究に貢献できるようなデータ利用の促進を図っていき
たい。
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2.3 GOSAT TANSOプロダクトの校正評価 塩見　慶

1. はじめに

　GOSATは打ち上げから 6年を経過し、現在、後期利用段階にある。レベル 1校正作業として、処理
アルゴリズムの改訂、レベル 1プロダクトの精度向上、および精度評価を実施している。
　GOSATは温室効果ガス観測センサ TANSO-FTSと、雲・エアロソルセンサ TANSO-CAIを搭載し、
打上げ後、輝度、幾何、分光特性の観点からセンサ特性を表す軌道上校正データの取得と、観測デー
タからその軌道上の変動を評価し、レベル 1処理アルゴリズムの改訂や補正情報として提供してきた。
本発表では、校正評価結果と校正手法の高精度化について報告する。

2. 研究計画（第 3中期などの中期計画と、今年度の計画の概要）

　GOSATが後期利用段階に入り、校正精度を維持し更なる高精度化に取り組むとともに、次号機
GOSAT-2の校正計画等に対して必要な反映を行っていく。GOSATの目標精度は、感度については
SWIR（FTS-B1～ B3, CAI）：校正手法間で 10%以内の評価ができていること、TIR（FTS-B4）：0.3K、
幾何については FTS：4km（3σ）、CAI：2.8km（3σ）である。

3. 研究内容

3.1 FTSポインティング鏡 B系校正評価

　FTSのポインティング鏡（A系）の静定状態が悪くなって来たことを受け、B系への切換えを 2015

年 1月 26日に行った。初期評価を終え、環境研と確認後、2月 13日に L1Bデータリリースを行った。
評価のポイントは A系使用時との性能比較（違いはポインティング鏡と光路切換え鏡）である。表 1

に評価結果をまとめる。輝度、分光特性については変化が無い（校正精度範囲以内）と言える。幾何
については目標精度内であるが、A系とは異なるバイアスがあり、一定値のアライメント補正により
改善されると考えられる。数日分のデータにより評価しているため、代替校正実験（2015年 6月）を
含む校正データを取得して、今後も評価を継続していく。

表 1.　B系切換え後の初期校正評価
FTS評価項目 B系初期評価結果

輝度
（A系との比較）

（1） 太陽照度校正（拡散板 BRDFの影響あり）　校正精度内で変化なし
B1P~-2%, B2P~-1%, B3P~-2%, B1S,B2S,B3S<-1%

（2） サハラ砂漠　校正精度内で変化なし
（2） 深宇宙校正・黒体校正輝度・海面水温　B4変化なし

幾何（絶対精度） （1） 視野カメラ位置標定
<3.5km（3σ）　（補正後 <1.2km（3σ）となる見込み）

分光特性
（A系との比較）

（1） B2装置関数校正　FWHM変化なし
（2） 太陽フラウンホーファ線位置　波長精度変化なし
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3.2 月校正手法の高精度化

　GOSATでは月校正は年 2回（本番、バックアップ）実施している。当初、位相角が 2～ 5度の満月
に最も近い月を観測対象としていたが、2011年から位相角7度付近の月を観測対象とすることとしたが、
FTSの視野に月を半分はずすこととなった。2012年からは、直前の FTS幾何評価結果からポインティ
ングミラーをオフセットさせて月を指向することにした。その結果、2012年、2013年と位相角 7度付
近の月を FTS視野内に収めること（0.6画素程度）ができた。
　これまで FTS月校正解析における不確実性が大きかった。これまで瞬時視野角 FWHMを仕様値
15.8mradを適用していたが、PQR出荷時の試験データに基づき各バンドに適用した（約 5%程度小さい）。
これにより、各バンドでの絶対校正値は、RRV代替校正結果との整合性が良くなり、5%以内で一致す
ることが確認できた。

図 1.　月校正による FTS感度評価結果
（左図）これまでの評価結果、（右図）PQR出荷時試験データに基づく FWHMを適用

4. 研究成果

　ポインティング鏡 B系切換えによる校正精度の評価を行い、初期評価として A系との違いが無いこ
とがわかり、L1Bデータリリースを行った。校正評価を継続することにより、L1Bの品質を保証する
ことができた。FTS月校正手法を高度化し確立することにより校正精度を向上することができた。CAI

については、5年分データの幾何評価を行い、特に画素端で 0.5画素程度改善する幾何補正パラメータ
を決定し、3月のバージョンアップで反映する。GOSAT-2における地上試験での性能取得や運用に対
して必要な反映を行っていく。

5. 今後の展望

　NASA OCO-2が今年 7月に打上げられ、リモートセンシングによる CO2観測を継続し、校正から精
度をつないでいく必要がある。現在、代替校正実験、月校正、において同期観測、TCCON（地上 FTS）
サイトでの検証を計画している。また 2017年度には GOSAT-2の打上げを予定しており、打上げ前、
打上げ後の校正計画に対して GOSATで得られた知見を反映していく必要がある。
　2009年打上げ直後の感度変動については注意して調べる必要がある。推定要因としては、打上げ前
試験での値付け、検出器アライメント、検出器感度劣化等が考えられる。GOSAT-2への反映については、
初期校正（打上げ後 6ヶ月、3ヶ月間の観測データ）でできることについて GOSATでの知見に立って
計画をブラッシュアップしていく。
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2.4 GOSAT-TANSO-FTSによる高精度大気スペクトル導出手法の研究 須藤　洋志

1. はじめに

　観測装置特性に起因する系統的な誤差源を同定し、誤差を低減もしくは除去する補正アルゴリズム
を開発し、TANSO-FTSで観測されるスペクトルの質を高精度化することが本研究の目的である。

2. 研究計画

　最終目標は、観測装置特性に起因する系統誤差を低減することである。本年度はこれまで研究にお
いて判明している誤差要因：Band1における非線形特性、及び 2014年 5月末に発生した GOSAT-LLM

事象に対応するために取り入れた ZPDバイアスに対する補正アルゴリズムの開発を実施し、従来プロ
ダクトに対する改善効果を評価する。

3. 研究内容

　昨年度研究において、Band1におけるアナログ回路非線形として入力強度に依存しコンデンサの容量
が変化する事象の他に、入力強度に依存した位相遅延量が存在することを実験的に明らかとした。本
特性は回路依存性があることから、軌道上データを基に、フライト品の位相遅延量の推定を行い、パ
ラメータ化を行った。ZPDバイアスが付加されたインターフェログラムは、バイアス分の干渉情報が
失われているため、分光分解能の低下を招く。そのため、失われた情報を復元するアルゴリズム開発
を行った。これら非線形及び ZPDバイアス補正に対する新しい補正処理を適応したスペクトルサンプ
ルを作成し、新アルゴリズム適応前後における L2（RemoTeC v2.3.5を使用）の改善効果を評価した。

4. 研究成果

　図 1に軌道上データから導出した入力強度に対する位相遅延量を示す。また、図 2には ZPDバイア
ス補正のために導出した重み関数を示す。

　　　図 1：入力強度に対する位相遅延特性　　　　　図 2：インターフェログラムに対する重み

　ZPDバイアス補正を行うためには、片側の情報から必要な情報を復元する必要がある。しかし、イ
ンターフェログラム上に不連続点が存在する場合、新たな誤差を生み出すことから、不連続点が無く
なるよう、重みの変曲点において cos関数を適応することとした。上記アルゴリズムを用い処理された
L1プロダクトに対し、L2での評価を実施した結果を図 3、図 4示す。なお、本研究では、Lamont上空
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におけるデータを評価対象とし、評価指標として、CHI^2（観測スペクトルと forward計算における差：
小さい方が良い）を使用した。図 3より、V200_preにおいては全般に v161に比べ減少している。この
ことは、V200_preにおいては、V161より比べスペクトルにおける歪みが減少していることを示唆して
いる。一方、一部のデータにおいては、V200_preにて悪化している点見受けられる（図 4：特に植生
が活性な時期）。理由として、本評価で使用している L2では SIF（蛍光発光量）を考慮できていないため、
蛍光発光に伴う吸収線強度の変化は、スペクトルの歪みとして認識される。その結果、CHI^2が悪化
する結果となった。L1プロダクトの精度向上に伴う、L2アルゴリズムの高度化は今後の課題となる。

図 3：従来プロダクトと新プロダクトとの CHI^2の比較

図 4：従来プロダクトとサンプルプロダクトとの CHI^2の差の時系列変動

5. 今後の展開

　総合的なプロダクト精度向上のためには、L2との連携が不可欠であるため、L1-L2間のフィードバッ
クを高めつつプロダクト精度向上を図る。
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3.1 TRMM/GPM利用研究の成果概要 沖　理子

1. はじめに

　TRMM/GPM利用研究では、降水を観測するミッションとして熱帯降雨観測衛星（TRMM）については、
データ提供の継続と地球科学研究、利用促進を行った。運用 17年目に入っていた TRMMは燃料の枯
渇により平成 26年 10月 7日に PRの後期運用を終了し、それ以降、実験観測（End of Mission）を実施
している。平成 26年 2月末に打上げられた全球降水観測（GPM）ミッション衛星については、アルゴ
リズム開発、校正検証を行うとともに、データ利用につなげるため利用促進を行った。また衛星観測、
地上観測、モデルの統合利用を進め、水循環、防災、気候等の分野での課題解決に向けた貢献のため、
関連する EORC横軸研究、CEOS等国際枠組みへの協力を実施した。

2. TRMM

（1） TRMM/PRプロダクト（バージョン 7）の長期データ評価
  　2011年 7月にリリースされた TRMM/PRバージョン 7プロダクトの維持として、PRレベル 1（L1）

データの外部校正器（ARC）による校正実験を実施した。今年度は実験を 3回実施し、L1校正
精度が妥当であることを確認した。また気候変動研究のため、高度変更前後ならびに冗長系切り
替えの推定降水量の差を軽減した PR長期データ作成に関する検討、評価を継続実施した。また、
GPM/DPRプロダクトとの相互校正・検証を実施し、DPRアルゴリズムの PRへの適用準備を行っ
た。TRMM End of Mission実験実施のため、NASAとの調整や実験用アルゴリズムの準備などを行
うとともに、PR実験を実施し、実験期間のデータの処理を行った。

（2） 全球降水マップ（GSMaP）、大気潜熱加熱率データセット等研究プロダクトの作成
  　TRMM台風速報、JAXA/EORC台風データベース、潜熱加熱率プロダクト等の研究プロダクト

の提供を、その画像閲覧ウェブページの運用とともに継続した。「世界の雨分布速報（GSMaP_

NRT）」システムの公開を継続し、定常処理システムに関しては、GPM版 GSMaPと同じデータに
バージョンアップした。

  　全球降水マップデータセットについて、GPMマッププロダクト用アルゴリズムを適用したプロ
ダクトを、GPM主衛星打ち上げ以前の期間の 2011年 1月から 2014年 2月までについて作成した。

  　諸々の広報画像を作成（2014年台風事例、広島豪雨、等）し、TVの報道番組において、海外の
豪雨事例に関して、3回採用された。ユーザ登録数については、2015年 1月末の登録者数：1214件、
お試し利用（商用）：14件に増加した。お試し利用枠組みから、損害保険ジャパン日本興亜株式会
と RESTECの共同でミャンマーにおける天候インデックス保険での利用が開始された。定常的に
高解像度版画像を作成して常時公開するシステムを 2015年 1月に構築した。現在、テレビ朝日報
道ステーション、ウェザーマップが利用している。

3. GPM

（1） アルゴリズム開発
  　GPMデータのリリースに向けた DPR・GSMaPアルゴリズムの改良をスケジュール通り、着実
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に実施し、ミッション運用系にコードを提出し、アルゴリズム開発者・気象庁を対象とした 4月
の Limited release （1）、PIを対象とした 7月の Limited release （2）を経て、リリース精度の達成確
認後、9月に一般にプロダクトを提供した。

  　現在の GSMaP準リアルタイムプロダクトでは観測から 4時間遅れで提供だが、データ提供を
もう少し早くして欲しい、という要求が、アジアの気象機関や洪水コミュニティから多くあった。
そのため、本年度後半から、データ提供時間を短縮した GSMaP速報版（GSMaP_NOW）システム
の開発に着手し、早く受信できるデータ中心で待ち合わせ時間を短縮した。当面はひまわり域の
みを対象として、現在、観測から 30分後にひまわり域の降雨マップを作成するシステムを、試験
運用中。今年度にシステム構築を完了、検証を行い、来年度の早い時期に試験公開を開始する予定。

（2） 校正検証
  　校正としては、初期チェックアウト完了以降、9/2のデータリリースまで、打上げ後目標精度確

認のため、外部校正を計 19パス実施した。以降、次期アルゴリズム改良のため、外部校正を計 7

パス実施した。
  　検証としては、DPRについては、TRMM/PRを基準とするリリース精度の評価ならびに達成を

確認。アメダス雨量計を基準とするミニマムサクセスを評価し、達成の見込みを得た。GSMaPに
ついては、気象庁のレーダーアメダス解析雨量を基準に評価し、リリース精度の達成を確認した。
また蔵王での地上検証用 Ka帯レーダによる検証を実施した。

4. 地球科学研究・利用促進（TRMM/GPM共通）

（1） 降水ミッション科学研究公募等共同研究
  　科学研究公募に基づく委託・共同研究を実施した。第 7回の研究公募による 28課題を平成 25

年 4月から開始したが、平成 26年 6月に遅延提案 2件を採択し、合計 30件の共同研究を実施し
ている。また気象庁・気象研究所と、降雨レーダを含めた衛星降水観測データのより先端的なデー
タ同化を目的として、共同研究を継続した。

（2） シンポジウム・ワークショップ開催
  　WMO/CGMS国際降水ワーキンググループ（IPWG）の第 7回ワークショップを平成 26年 11月

に筑波で、JAXAがホストして開催した。参加者は 128名。うち 28名が、並行して開催された
IPWGトレーニングセミナーに参加した。JAXA OPEN API活動への協力し、日本気象協会と新規
プロダクトの検討を実施した。CEOS降水コンステレーション国際ワークショップ（平成26年11月）
を日本で開催した。また、NASAと共に各種 CEOS会合に対応した。2015年 2月に JAXA, NASA, 

NICTの共催で TRMMシンポジウムを開催した。来場者数は 194名（速報値）。

（3） 共同研究等
  　JAXA約款による試行利用 14件（民間企業）、民間企業との共同研究、国内外の研究機関・省

庁との協定や受託業務を実施した。なお、2014年 9月以降、GPMのデータポリシー適用により、
お試し利用の枠組みは終了、研究利用と同様に無償で利用可能となった。

This document is provided by JAXA.



3. TRMM/GPM/EarthCARE利用研究

41

  　気象庁との協定では、2014年 4月より JAXAから GPMデータの提供を開始した。2014年 8月
より台風解析における GPM/GMIデータの現業利用を開始した。気象研究所との共同研究では、
降雨レーダを含めた衛星降水観測データのより先端的なデータ同化に関する研究を継続した。

  　日本気象協会との共同研究第二期として、より幅広いメディア（パソコンサイトの tenki.jpの記
事掲載など）での衛星画像・データの利用を進めるための共同研究を開始。2014年度は 2件の記
事が掲載された。

  　水資源機構との共同研究では、2014年 3月から GSMaP）データのデータ表示システムが公開さ
れた。

  　土木研究所および IDI（IFNet事務局）と JAXAとの三者協定では、ICHARMは、ユネスコの受
託業務「ユネスコパキスタン洪水管理支援プロジェクト」においてインダス IFASを 2014年 6月
から運用中。IDIは、GFASの GSMaP入力への切り替えおよびスマートフォン対応版を準備中。
来年度以降の作業計画に関して、実施細目の見直しを実施中。

  　文科省地球観測技術等調査研究委託事業「食糧安全保障に向けた衛星入力を活用した環太平洋
域での広域収量推定および短期予測の試み」（千葉大樋口准教授代表）（2013年 10月～ 2016年 3月）
に参加し、GSMaPの食料安全保障への利用を推進した。

（4） GPM利用検討委員会
  　GPMデータの利用者からなる GPM利用検討委員会を開催し、GPMプロジェクトの進捗報告を

行うと共に、ユーザー要望等についての議論を行った。

（5） 広報
  　平成 26年 4月のオバマ大統領来日時に、日本科学未来館のジオコスモスにおいて GPM主衛星・

GSMaP動画を上映し、野口宇宙飛行士が説明。平成 26年 6月に GPMプレス勉強会を開催。2月
に TRMMプレス勉強会を開催。TRMM運用終了に関する記事が 2件掲載された。GPMでは新聞
報道　4件、TV報道　2件、雑誌掲載　4件。各学会での展示、イベント対応をした。

5. 連携協力・将来計画等

　国際的な取り組みとして地球観測委員会（CEOS）の仮想コンステレーション（VC）の降水コンス
テレーション（PC）活動に、GPM計画と連動して、NASAと JAXAで共同議長を務め参画している。
　また GPM後の将来計画として、「降水観測レーダの高度化のための要素技術研究」を、本部レベル
研究として実施した。

6. 今後の予定

　TRMMについては、PR長期データ作成に関する検討、評価を継続実施するとともに、DPRアルゴ
リズムの PRへの適用を検討する。また TRMM End of Mission実験を実施し、実験期間のデータの処理
を継続する。GPMについては 2015年 9月に予定されている DPR/複合 /GMIプロダクトのリリースに
向けたアルゴリズム改良や GSMaP速報版の開発を継続するとともに、校正検証を継続してプロダクト
の品質を保証する計画である。
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3.2 全球降水マップアルゴリズムの開発、GCOM-W/AMSR2高次アルゴリズムの開発、

 及び、データ利用促進 可知美佐子

1. はじめに

　本研究では、現在整備されている世界の雨分布速報（GSMaP_NRT）システムの維持改訂と、GPM

に向けた全球降水マップアルゴリズム開発を行う。また、GCOM-W/AMSR2の高次アルゴリズムの開
発と検証を行う。また、これらの衛星について、高次プロダクトの検証、応用利用に関する共同研究を、
国内外で進め、利用者の拡大に努める。

2. 今年度の計画

　TRMMに関しては、まず GSMaPに関しては、EORCの GSMaPシステムおよびWebサイトについて
維持改訂、GPM版 GSMaPプロダクトへの切り替え、過去期間の再処理を実施する。GPMに関しては、
GPMマップ班の活動・進捗をとりまとめ、ミッション運用系に提出するデータリリース用アルゴリズ
ムの試験・検証を実施し、コードを提出すると共に、次期アルゴリズム改良に向けた活動を行うと共
に、GPM打上げ後の広報画像対応を行う。GCOM-Wに関しては、AMSR2プロダクトのバージョンアッ
プのためのアルゴリズム改訂及び検証を行う。海洋・大気分野の研究プロダクトの要求基準を定義し、
評価を行い、EORCにおいて定常処理を行う。
　外部との協力では、JAXA GHRSSTサーバを維持・改訂し、海面水温プロダクトの準リアルタイム提供、
CEOS海面水温バーチャルコンステレーションに参加し、日本からのインプットの実施、国際降水ワー
キンググループ（IPWG）国際ワークショップの開催などの国際協力に加え、土木研究所、IFNet、日本
気象協会等と、GSMaPの検証、応用利用、利用促進に関する共同研究を進める。
　将来計画については、GPMおよび GCOM-W後継のミッションおよびセンサについて、国内ミッショ
ン要求の検討を行い、米国コミュニティと連携を進める。
　さらに、今年度の途中に追加になった作業として、GSMaP速報版の開発、宇宙海洋連携の海氷・海
面水温に関する新規プロダクトを開発し、外部との連携研究、および社会利用の実施、ひまわり 8号デー
タの処理システムを構築、TRMMの 17年を総括するシンポジウムの開催があった。

3. 今年度の研究成果

　今年度も GSMaP準リアルタイム版（GSMaP_NRT）の公開を継続し、各種の広報画像を作成した。
ユーザ登録数は 2015年 1月末現在で 1214件であり、昨年度の同時期に比べて 500件近くの増加となっ
た。なお、将来の商用利用を目的とした試行利用（2014年 9月以降は、ポリシー変更により新規はない）
の枠組みから、損害保険ジャパン日本興亜株式会と RESTECの共同でミャンマーにおける天候インデッ
クス保険での利用が開始され、2014年 12月にプレスリリースされた。
　2014年 9月に、GPM版 GSMaPのデータが一般公開され、これにあわせて、GSMaP_NRTについ
ても GPM版 GSMaPと同じデータにバージョンアップした。ただし、既存の利用者の便宜を考慮し、
フォーマットは以前のものと同一としている。また、これまでオフライン的に更新していた標準処理
版（GSMaP_MVK）、雨量計補正版（GSMaP_Gauge）についても、観測から 3日後の定常提供を開始した。
　2014年夏季は災害が多かったこともあり、テレビの報道番組からの緊急リクエストが多く、対応が
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間に合わないケースもあったため、定常的に高解像度版画像を作成し、最近 10日分を ftpサイトで常
時公開するシステムを構築した。
　GPM版 GSMaPについては、GPMマップアルゴリズム開発チーム（GPMマップ班）で開発してき
た。9月の一般リリースについては、アルゴリズムバージョン 6（プロダクトバージョン 3）のプロダ
クトを公開した。リリースにあたっての精度評価を、日本域レーダアメダスデータを利用して実施した。
2014年 4月 1日～ 6月 30日の RMSEの時系列では、GSMaP_Gaugeは常に目標精度の 0.7mm/hを下回っ
ており、この期間の平均 RMSEは 0.29mm/hであった。また、GSMaP_MVKの平均 RMSEは 0.33mm/hで、
両者ともに目標精度を達成した（図 1）。また、GPM主衛星打ち上げ以前の期間の全球降水マップデー
タセットについて、最新の GPM版 GSMaPアルゴリズムを適用した GSMaP気候プロダクトの作成に
着手し、現在 2011年 1月から 2014年 2月までについて作成が完了している。

図 1　GPM版 GSMaPのレーダアメダスによる比較検証結果

　GSMaP速報版（GSMaP_NOW）は、現在の GSMaP準リアルタイムプロダクトは観測から 4時間遅れ
で提供しているが、データ提供時間を短縮してほしいという要求が、アジアの気象機関や洪水コミュニ
ティから多くあったため、開発に着手した。基本的な構造は、気象庁直接受信のAMSU、AMSR2直接受信、
GMI、気象庁からのひまわりデータなど早く受信できるデータ中心で待ち合わせ時間を 1時間以内に短
縮したことと、雲移動ベクトルによる未来方向への外挿を 1時間程度することで、観測から 30分後に
ひまわり域の降雨マップ（0.1度格子、1時間平均）を作成することができる。現在システムを、試験運
用中であり、今年度にシステム構築を完了、検証を行い、来年度の早い時期に試験公開を開始する予定
である。またひまわり域のデータの評価を行った上で、ひまわり域以外への拡張について検討する。
　AMSR2のアルゴリズムの改訂・検証に関しては、2015年 3月末のデータリリース確認会に向けた改
訂を準備している。レベル 1輝度温度プロダクトの改訂を反映すると共に、可降水量アルゴリズムに
ついては、不自然な不連続を改善した。雲水量アルゴリズムについては、他物理量依存性を軽減した。
降水量アルゴリズムについては、GPM版 GSMaPで導入した地形性降雨補正を、AMSR2標準処理に導
入した。海面水温については補正係数を変更した。海上風速は弱風域での過大推定、強風域での過大
推定を改善した。さらに、研究プロダクトとして採用された全天候海上風速（6GHzや 10GHzの低周
波数帯を使うことで、台風などの下の強風域の風速も推定可能）、10GHz SST（10GHzを使うことで、
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より細かい空間分解能の海面水温を算出可能。ただし、低温域は精度が悪い）について、公開のため
の準備を行っている。
　今年度途中から、宇宙海洋連携の一環で、海氷と海面水温分野の利用研究・推進を実施している。
EORCにおいては、GCOM-Wや ALOSチームと協力し、GPM主衛星データを使った新たなプロダク
トの開発を行った。GMI海面水温（図 2）は、AMSR2の研究プロダクトである 10GHz SSTのアルゴ
リズムを GMIの 10GHzに適用したもので、精度は 10℃以上の水温で RMSEが 0.76であり、AMSR2 

10GHz SSTの目標精度を満たしているため、現在、データ提供の準備を行っている。また、GMI海氷
密接度は AMSR2海氷密接度アルゴリズムを GMIに適用したもの、DPR海氷密接度は DPRの Noise 

Powerと AMSR2海氷密接度のマッチアップから定義した関係式から海氷密接度を算出したものである
（図 3）。とくに DPR海氷密接度は、AMSR2海氷密接度の空間分解能 10kmよりも細かな 5.2km分解能
での算出が可能であり、2014年 12月に「しらせ」へ配信している AMSR2海氷密接度のバックアップ
として、国立極地研究所への配信を実施した。また、EORCのオホーツク海氷ホームページも画像を追
加する予定である。また、衛星海面水温データの活用について、JAMSTECと協力して、ひまわり 8号
や AMSR2, MODIS, GMI等の海面水温を JAMSTECの海中天気予報モデルに定常的に同化するための
計画をまとめ、来年度に実施するための準備を行っている。

図 2　AMSR2標準海面水温（左）、AMSR2 10GHz海面水温（中）、GMI海面水温（右）

図 3　GMI海氷密接度（左）、DPR海氷密接度（右）。2015年 1月 26日。
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4. 来年度への課題及び計画

　TRMM/GPM関係では、GPM-GSMaPのアルゴリズム改訂を予定している。マイナーバージョンアッ
プとしては、AMSR2のレベル 1輝度温度改訂に伴う対応の実施、新規衛星（DMSP-F19）の導入を予
定している。また、メジャーバージョンアップとして、NPP-ATMSの導入、DPRによる降水物理量デー
タベースの導入を 2014年 9月の DPR次期バージョンリリース以降に計画しており、新データベース
の評価および検証作業を行う。また、GSMaP気候プロダクトについては、2000年 3月以降の過去期間
の処理を実施する。2000年 3月以前は、静止気象衛星 IRの複合データが公開されていないため、当面
は実施の予定はない。GSMaP速報版については、作成プロダクトの検証を行い、定常運用を開始する。
また、ひまわり域外への拡張についても検討する。GPM海洋プロダクトについては、データの定常作
成と公開を継続する。
　GCOM-W関係では、今年度末～来年度初めにかけて実施するアルゴリズム改訂後の標準プロダク
トおよび研究プロダクトについて、定常的な精度評価と検証を継続する。また、AMSR-Eデータに
AMSR2最新アルゴリズムを適用した AMSR-E/AMSR2気候データセットを作成する。
　宇宙海洋連携では、ひまわり 8号による SSTプロダクトの公開、JAMSTECとの協力による衛星海面
水温データの海洋モデルへの同化研究について着手する。ただし、これらについては、現在予算の担
保がないので、獲得のための努力が必要である。
　各共同研究の継続と新規コミュニティの開拓を実施する。現在、GSMaPのローカルカスタマイズや
検証に関して議論をしている国際総合山岳開発センター（ICIMOD）とのMoUを締結に向けての調整
が必要となる。
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3.3 GPM/DPR 高次アルゴリズムの開発、全球降水マップアルゴリズムの開発、

 EarthCARE 高次アルゴリズムの開発（Joint-Simulator） 久保田　拓志

1. はじめに

　全球降水観測計画（GPM）主衛星には、二周波降水レーダ（DPR）が搭載されている。DPRは
TRMM搭載の降雨レーダ（PR）の後継である 13.6GHzのレーダ（KuPR）に、高感度観測のための
35.5GHzのレーダ（KaPR）を追加したものである。GPMは DPRによる高精度観測に加えて、日米共
同開発の GPM主衛星とマイクロ波放射計（マイクロ波イメージャやサウンダ）を搭載した、国際パー
トナー機関が提供する副衛星が連携し、複数衛星による全球降水マップ（GSMaP）を準リアルタイム
で利用者に提供することも目的とする。
　また雲エアロゾル放射ミッション（EarthCAREミッション）では、物理量推定アルゴリズム開発
に利用可能で、数値気象・気候モデルでの EarthCARE観測データの利用を推進する役割を果たす、
EarthCAREデータシミュレータ「Joint-Simulator」を開発している。Joint-Simulatorは、数値気象・気候
モデルの大気データを入力して模擬 EarthCAREデータを出力する機能を持つ。

2. 研究計画

　2014年 2月 28日に GPM主衛星が種子島から打上げられ、GPMの高次アルゴリズム開発スケジュー
ルでは、4月にアルゴリズム開発者・気象庁を対象とした Limited release （1）、7月に PIを対象とした
Limited release （2）を経て、リリース精度の達成確認後、9月に一般にプロダクトを提供する計画となっ
ている。そのため、今年度の研究計画として、開発スケジュールに従って、初期データリリース用アル
ゴリズムの開発を完了し、地上システム系にアルゴリズム提出する。Joint-Simulatorによる EarthCARE

アルゴリズム評価を実施する。気象研との共同研究のもと Joint-Simulatorによる気象庁非静力学モデル
の検証を実施する。

3. 今年度の研究内容および研究成果

　DPRアルゴリズム開発については、4～ 7月に Limited data release用アルゴリズムの担当モジュール
（サイドローブ対策コード、Vertical Profi le Module）のコードを提出した。8月にはデータリリース用ア
ルゴリズムの担当モジュールの開発を完了し、コードを提出した。また審査会（5月）や確認会（8月）
での DPR検証結果を作成した。DPR高次プロダクトは、GPMアルゴリズム開発計画書に規定されて
いる、リリース精度は、全て達成していることを確認した。図はリリース精度評価の一例である。ま
たミニマムサクセスに関する気象庁のアメダス雨量計による評価を実施し、ミニマムサクセス達成の
見込みを得た。9月のデータ一般公開後は、2015年 9月に予定されているアルゴリズムバージョンアッ
プにむけて、サイドローブ対策コード、ならびに、Vertical Profi le Moduleモジュールの改良コードの開
発を進めている。
　GSMaPのマイクロ波放射計アルゴリズムについて、担当する SSMISならびに SSM/I用初期データリ
リース用アルゴリズムを開発し、ミッション運用系に提出した。また AMSU用アルゴリズムの改良に
ついて、PIと協力して進めた。
　EarthCARE高次アルゴリズム開発の活動としては、東大グループと連携して、NICAM-SPRINTARS
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のデータからエアロゾルも含む EarthCARE L1模擬データを作成し、それをアルゴリズム開発者に提供
して評価を実施した。
　また NICAMや気象庁非静力学モデルの雲・降水過程の検証ならびにデータ同化手法の開発（横軸）、
post-GPMミッション検討、ドップラライダの予報インパクト実験（本部レベル研究）も実施した。

4. 今後の展望

　2015年 9月に予定されている DPRプロダクトのバージョンアップに向けて、担当モジュール（サ
イドローブ対策コード、Vertical Profi le Module）の改良を進める。またそれ以降の予定されている
GSMaPプロダクトのバージョンアップに向けて担当アルゴリズムの改良を進める。Joint-Simulatorでは、
EarthCARE高次アルゴリズム評価を継続して検討する。気象研との共同研究のもと Joint-Simulatorによ
る気象庁非静力学モデルの検証ならびに GPM/DPRのデータ同化に向けた研究を実施する。

図：2014年 6～ 7月の海上における DPRプロダクトと TRMM/PRプロダクトの比較。上段は帯状平
均値の比較。下段は差の割合（%）。KuPRと DPR（左）は 0.7～ 30mm/hrの強さ、KaPR（右）は 0.7
～ 10mm/hrの強さの条件付き平均で比較。
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3.4 GPM/DPR L1Bアルゴリズムの維持改訂、TRMM/PR L1アルゴリズムの維持改訂 正木　岳志

1. はじめに

　全球降水観測計画（GPM）は、GPM主衛星とマイクロ波放射計を搭載したコンステレーション衛星
を組み合わせ、全球の降水量を高精度かつ時空間的に高分解能で観測する国際協力ミッションである。
JAXA/NICTが開発した二周波降水レーダ（DPR）と、NASAが開発したマイクロ波放射計を搭載した
GPM主衛星は、2014年 2月 28日 3時 37分（JST）種子島宇宙センターより打上げられた。
　DPR処理アルゴリズムにおいては、レベル 1（L1）アルゴリズムを JAXAが、レベル 2（L2）アルゴ
リズムを日米合同アルゴリズム開発チームが開発してきた。L1アルゴリズムのうち、受信エコーの受信
電力への工学値変換、リミットチェック、幾何情報算出等を主な目的としたレベル 1B（L1B）アルゴリ
ズムは、主に EORCが開発しており、打上げ以降メジャーバージョンアップとして 2回改訂を行った。
　TRMM/PRは 2014年 10月 7日を以って後期運用終了となったが、それ以降試験的な運用を続けている。

2. 今年度の計画

　DPR外部校正実験を複数回実施し、L1校正係数を決定することを目標とする。また、TRMM/PR L1

アルゴリズムにおいては、PR外部校正実験による校正結果を基にアルゴリズムの維持改訂を行うこと
を目標とする。

3. 今年度の研究成果

　初期チェックアウト終了後、DPR外部校正実験を GPM/DPRプロジェクトチームより引き継ぎ、夏期、
冬期を合わせて計 24回の実験を実施した。現時点の外部校正評価結果では、KuPR受信系評価結果に
負のオフセットバイアスが確認されている。
　一方、校正の評価指標の一つである後方散乱断面積（σ0）を確認した結果、TRMM/PRの σ0とよく
整合していることが分かった。そのため、現時点では DPR外部校正器もしくは校正評価方法に何らか
不整合が生じている可能性があると判断し、打ち上げ前の地上試験で得られた校正係数を現標準プロ
ダクトへ適用している。今後、年度末までに外部校正実験を数回実施し、校正係数を決定する予定で
ある。
　TRMM/PRにおいては、2014年 4月、10月、2015年 2月に計 21回の外部校正実験を実施し、校正
評価結果から センサの状態は健全であることが分かった。

4. 来年度への課題及び計画

　来年度は継続的な DPR外部校正の実施（春期、秋期の 2時期を予定）、必要に応じた校正係数の変
更を課題とする。特に校正係数の妥当性の評価については、これまでに実施してきた衛星搭載系の経
年変化に係るハードウェアの観点からの絶対校正に加えて、降水強度や σ0など自然現象の影響評価へ
の拡充も検討する。
　TRMM/PRにおいては、DPR外部校正から得られた知見のVersion 8再処理プロダクトへの反映のため、
これまでの外部校正結果の整理・再評価及それに伴う L1アルゴリズム改修が課題となる。
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3.5 GPM打上げ前検証データの解析 金子　有紀

1. はじめに（研究の背景、目的など）

　GPM主衛星に搭載された DPRは、Ku帯レーダ（以後 KuPR）と Ka帯レーダ（以後 KaPR）により
降水を二周波で同時観測し、DPR降水量推定アルゴリズムにより、弱い降水や降雪まで含めた高精度
の降水プロダクトを導出する。
　DPRの降水量推定アルゴリズムでは、入力であるレーダ反射因子に対して、適当な雨滴粒径分布を
与え、降水の密度、落下速度などの降水粒子パラメータを仮定した上で、降水推定の元となる等価レー
ダ反射因子（Ze）と降水粒子による減衰係数（k）を計算している。
　融解層（雪から雨への相変化のある層）ではマイクロ波帯電波の減衰・散乱が大きいことはよく知
られており、その散乱はミー散乱の効果が大きく、数値的に計算できるレイリー散乱から大きく外れる。
このため、融解層内における Ka帯電波の散乱・減衰特性の実測による把握は DPR降水量推定アルゴ
リズムにおいて不可欠である。
　そこで、JAXAは GPM地上検証用 Ka帯レーダを 2台導入して各地で対向観測を行ってきた。対向
Ka帯レーダ観測は Ka帯での Zeと kを両方とも独立に観測することができ、DPRアルゴリズム中で用
いるパラメータ Ze、kおよび融解層モデルの検証が可能となる。これにより DPR降水量推定アルゴリ
ズムの精度向上への寄与が期待される。

2. 研究計画（第 3中期などの中期計画と、今年度の計画の概要）

　GPM/DPR検証は、JAXAが中心となって行う、DPRアルゴリズム検証のための地上観測キャンペー
ン（検証計画内では打上げ前検証と位置付けているが、打上げ後も活動を継続している）と、打上げ
後に JAXAおよび RA PIが個別に実施するプロダクト検証（検証計画では打上げ後検証と位置付けて
いる）に分けられる。

2.1 アルゴリズム検証

　今年度は秋季に蔵王へ地上検証用 Kaレーダを移設し、二度目の融解層観測を実施した。降雪時期前
に融解層が降下してくる時期を狙い、蔵王山の中腹と麓にそれぞれ Kaレーダを設置し、高低差を利用
して 2台のレーダで融解層を挟むように対向して観測を行う。2014年度は対向観測の基線下の高度の
異なる三地点にビデオゾンデを地上用に改造した機器（G-PIMMS）を設置し、地上での降水粒子を撮
像観測して、粒子フェーズ、数密度、1分積算降水量と地上温湿度のセットを得る。この観測から、融
解層における Ze、kと、実際の降水粒子情報との関係・組み合わせを得て、アルゴリズム中の融解層
の鉛直構造モデルの妥当性を検証する。今年度の研究計画は、昨年度観測で取得したデータの解析に
加え、今年度の観測を実施し初期解析を行うことである。
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図 1　融解層観測の模式図（注：2台の Kaレーダは 2013年度と 2014年度で入れ替
わっている。図中のシリアル番号は 2013年度版）

2.2 プロダクト検証

　厳冬期は、DPR検証の一環として蔵王に設置している Kaレーダを鉛直上方に向け DPR同期観測を
行い、降雪のデータを取得し、KaPRプロファイルとの比較を行うことで KaPRの健全性を確認する。
また、今年度の冬は GPM/DPR打上げ後の初の降雪シーズンとなるため、各地の降雪の地上観測データ
を収集し、DPRプロダクト内のパラメータ等が妥当であるかを調査する。

3. 研究内容

　Kaレーダによる融解層の対向観測は今年度で 3回目である。2012年に実施した富士山観測は気象条
件が整わず空振りとなった。2013年度に実施した蔵王観測は、気象条件は申し分なかったが、レーダ
の不具合が頻発したことに加え、観測精度が不十分であった。EORCとして果たすべき大きな役割は、
観測計画の立案と実行である。2011年より移動を繰り返している Kaレーダは不具合が度々発生してお
り、観測を実施するためには今年度も Kaレーダのメンテナンスに多くの時間を割く必要があった。3

度目となった今年度の観測では、過去 2回の教訓を踏まえて Kaレーダのビーム合わせ方法、外部校正
方法などを考案し、実施した。

4. 研究成果

4.1 蔵王観測

　今年度の前半は、2013年度蔵王観測で得たデータの解析と Kaレーダの不具合原因の追究に費やした。
感度低下時の FFT前の生データと校正結果を合わせると、送信系 /受信系 /信号処理系での故障ではな
いと判断でき、不具合箇所は送信系放射器から受信系の初段アンプまでであると特定した。2014年度
観測でも長期的感度低下が起こったが、この判断を基に不具合対応を行い、だましだましではあるも
のの観測を完遂できた。この不具合とは別に数 10分スパンでの感度低下も発生していたが、それは処
理系での問題であった。
　2013年度観測での Kaレーダ観測結果の解析を進めた結果、鉛直方向にレーダ反射因子が大幅に変
化する融解層の kの算出において、対向ビームを慣例的に上下にずらしていたことにより観測精度が
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満たせないということが判明した。その後、急ぎ 2014年度観測の準備を進めると同時に、2013年度に
Kaレーダと同時に観測を行った測器のデータ解析を進めたが、Kaレーダの結果があってこそなので、
2014年度の結果と合わせて 2013年度の結果を活用する。以下は 1例である。

図 2　2013年度観測のデータから得られた地上温湿度と融解層高度との関係

　2014年度の融解層をターゲットとした対向での観測は 11/13～ 12/12の約一か月間（IOP1）と、2/27

～ 3/13の 2週間（IOP2）にわたり行った。IOP2は現時点で未実施であるため、IOP1の成果について
述べる。
　2013年度の結果から、本観測における二台の Kaレーダのビームの仰角方向の要求角度精度が 0.1度
以内であるとわかったため、これまでビームの完全対向を避ける目的から（送信アンプの雑音が相手
の受信にのってしまうため）仰角で相対的に 0.5度程度ずらしていたのを、方位角方向にずらすことで、
解析エラーの要因を抑えた。
　二台の Kaレーダによる地上検証は、融解層での k、Zeの測定を重要な目的としており、k,Zeの測定
に十分な精度で観測を行えたことが今年度の大きな成果である。
　今回の蔵王観測用に開発された G-PIMMSは、二次元ビデオディスドロメータ（2DVD）とビデオゾ
ンデの間の性能を有しているが、2DVDより格段に安価であり、メンテナンスの手間もかからない。同
時に、従来の放球ビデオゾンデを基にしているため、画像解析のノウハウはビデオゾンデのものをそ
のまま適用することができる。さらに、電子天秤によって雨量を同時に測定し、1分平均値ではあるが
時々刻々の粒子の平均密度を測定することが可能になっている。このような測器は他になく、今後も
降水粒子の微物理現象の理解に役立つことが期待される。
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図 3　2014/11/14の事例。上図が山側、下図が下側のレーダ反射因子。横軸が時間、
縦軸が距離、色がレーダ反射因子強度 [dBZ]を表す。（獨協大中村教授作成）

図 4　図 2の事例から計算された等価レーダ反射因子。図中の黒点は Zeの傾きが最
も急になる高度を融解層上端と定義したときの上端。（同上）

4.2 プロダクト検証

　GPM/DPRは降雪観測がチャレンジングな目的となっており、地上検証を通して DPRの降雪観測の
クオリティを評価することは重要である。しかし、日本付近の二周波での観測頻度は約 9日間に 2回
未満であり、約 4か月間の降雪シーズンに 20回飛来すればよいほうである。さらにそのうち、DPR飛
来時に DPRで検出可能な降雪があった事例となると、数回である。その数回の事例について、Kaレー
ダとのプロファイル比較、粒子判別の比較、降水量での比較等を行った。

5. 今後の展望

　2015年度にはこれまでの地上検証観測キャンペーンの総まとめとして、アルゴリズム内のモデルと
実測値との比較を行う。秋季から冬季は、海洋研究開発機構の地球観測船「みらい」に Kaレーダを搭
載し、純粋海洋上の降水あるいはMaritime-Continent相互作用のもたらす降水をターゲットに観測を行
う。プロダクト検証は続行し、定量的検討が行えるデータを蓄積 する。また、協力機関の取得した観
測データを活用してプロダクト検証に取り組む。
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 3.6 EarthCARE利用研究の成果概要 沖　理子

はじめに

　EarthCAREは、雲・エアロゾルの 3次元分布を観測し、相互作用を含めたその地球放射収支に関
するプロセスを明らかにし、気候変動予測精度を向上させることを目的とした日欧共同計画である。
EarthCARE利用研究では、アルゴリズム開発は試作・開発を、校正・検証についてはプロダクト検証
計画の策定を行った。利用研究として国内 EarthCAREサイエンスチームや EarthCARE委員会の運営
を通じて、また ESA（欧州宇宙機関）とアルゴリズム開発・科学研究について JADE （Joint Algorithms 

Development Endevour） / JMAG （Joint Mission Advisory Group） を共同運営した。これらを通じてユーザ
との密な連携を継続した。

（1） アルゴリズム開発
① プロダクト表改訂、アルゴリズム開発
　JAXAが提供する標準高次（レベル 2）プロダクトは、CPR単体、ATLID単体、MSI単体、CPR-

ATLID複合、CPR-ATLID-MSI複合、4センサ複合プロダクトの 6種類である。委託研究によるアルゴ
リズム開発研究者からなるサイエンスチームの運営を通し、アルゴリズムの開発・試作を継続実施した。
単センサ・2センサアルゴリズムについては昨年度完成させた出力ツールキットを実装した Ver.0.15に
対して、MOS処理システムに準拠したアルゴリズム Ver0.16を提出した。昨年度末、MOS処理システ
ムに準拠したコード Ver0.16が PIから提出されたが、4月に、提出された Ver0.16コードの動作確認を
実施した。平成 27年 3月に、Joint-Simulatorを L1bテストデータとして処理時間要求（1プロダクト 1

軌道 30分）を満たすコード Ver0.17が提出される予定である。
② ATBD（アルゴリズム理論説明書）の維持改訂
　昨年度作成しホームページ等に公開した ATBD B改訂に対して、C改訂を実施した。
③ Joint-シミュレータ開発
　アルゴリズム開発の一環として Joint-シミュレータ開発を継続した。これは EarthCARE各センサの
観測データを統合的にシミュレートできるソフトウエアで、全球雲解像大気モデル（NICAM）のデー
タを用いて模擬センサデータ開発を行っている。今年度は L2アルゴリズム評価のために、L1b模擬デー
タ（CPR、ATLID、MSI）を開発者へ提供した（10月）。特に大きな進展として、エアロゾルと偏光解
消度からのシミュレーションが可能になったことが挙げられる。上述のように、それを受けて開発者
による L2アルゴリズムの初期評価を実施し、その結果として処理時間要求を満たすコード Ver0.17が
提出される予定である。

（2） 校正・検証
　打上げ後の検証実施計画書を作成するために、検証PIから10月に提出された計画書第一案をレビュー
し、第 1回検証リーダ会合を開催した。第一案をもとに検証実施計画書案を作成した。今後、検証リー
ダの指摘事項に対応した計画書案が検証 PIから年度末に提出される予定である。
　更に検証 RAにおいて多くの提案があった 「A-train衛星と同期したフィールド実験」の計画に必要な、
衛星通過位置の予測情報を提供するウェブサイトで、検証サイトと衛星位置（距離、天頂角、方位角等）
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の幾何情報計算機能、A-train衛星の予測軌道を自動マップ化、等の拡充を行った。また EarthCAREと
CloudSatシミュレーション軌道によるマッチアップ解析を実施した。

（3） 利用研究・利用促進
① サイエンスチームの運営
　委託・共同研究によるアルゴリズム開発者からなるサイエンスチームを組織、運営した（H24～ア
ルゴリズム 6件、H25～検証 14件）。サイエンスチーム会合（6月 , 1月）の開催を通じて、開発スケジュー
ルに沿って着実にアルゴリズム開発を実施するとともに、打上げ後の地上検証実施計画書作成の作業
を進めた。
② EarthCARE専門家会合 2014

　ESAと協力して EarthCARE専門家会合 2014年 9月 17～ 19日に日本科学未来館にて開催した。山
本理事、ESA Goudy氏（Head of Observation Projects Department）はじめ、国内外から 114名が参加し、
アルゴリズム開発の現状や課題や検証候補について発表・議論された。
③ ESAとの日欧合同科学者会議 （JMAG: Joint Mission Advisory Group）
　ESAと共同で、JADEおよび JMAGを 9月に開催し、欧州との調整を行った。
④ データ利用機関調整
　共同研究や定例会議を通じてユーザ機関（気象庁等）と連携を継続した。エクストラサクセスとして、
気象衛星センターとの共同研究締結、ひまわりプロダクト開発の事業化、気象研究所との外部資金応募、
ひまわりエアロゾル導出アルゴリズムの開発着手、統合エアロゾルシステム設計に着手した。
⑤ データ提供システムの開発
　利用研究系システムの整備の一環として、研究プロダクト画像作成ならびに提供のためのシステム
のプロトタイプを作成した。
⑥ 広報・普及
　ウェッブページでの情報発信、学会等での展示を実施した。

まとめ

　EarthCARE利用研究は、アルゴリズム提出、Joint-Simulatorの開発を計画通りに実行することができ
た。来年度は入力ツールキットを実装した Ver2.0の開発、ESA L1フォーマットに対応したテストデー
タの開発を目指す。RAによる 2年間の研究活動の集大成として、PIと連携して検証実施計画書案を作
成した。エクストラサクセスとして、検証実験用ウェブサイトの充実化、CloudSat軌道とのマッチアッ
プ解析を行った。来年度は検証準備委員会を組織し、検証実施計画の精緻化、新規検証候補の検討する。
サイエンスチーム会合、合同科学者会議（JMAG）を運営し、EarthCARE専門家会合 2014を開催した。
来年度は引き続きサイエンスチーム会合、EarthCARE委員会、JMAG等を運営し、ユーザ機関との密
な連携を継続する。
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3.7 EarthCARE/MSIを主たる目的としたアルゴリズムの開発 福田　悟

1. はじめに

　雲エアロゾル放射ミッション（EarthCARE）は JAXA, NICT, ESAの共同ミッションで、2018年の打
ち上げを予定している。CPR（雲レーダー）、ATLID（大気ライダー）、MSI（イメージャ）、BBR（放
射計）の 4つの測器が搭載予定であり、前者 2つは能動型、後者 2つは受動型の測器である。本研究では、
光学イメージャであるMSI用のエアロゾル導出アルゴリズムの開発をおこなっている。本年度は、機
械学習的手法をもちいて、地域別、月別のエアロゾルモデルを作成した。また、それ以外の作業として、
MSIアルゴリズムのひまわり 8号への試行をおこなった。また、MTSAT-2データに対して、最小反射
率法での地表面反射率プロダクトの作成とエアロゾル・インデックスの導出、そして BRDFプロダク
トの作成をおこなった。

2. 機械学習的手法による地域別・月別のエアロゾルモデルの作成

　衛星からエアロゾルの光学特性を導出する際は通常ルックアップテーブルをもちいることが多い。
ルックアップテーブル作成のとき、いくつかのエアロゾル特性（複素屈折率など）に対してなんらか
の仮定をおく必要がある。多くの場合、AERONET（AErosol RObotic NETwork）などの地上観測で得
られた値を用いる。しかし、そのような地上観測点は離散的にしか存在せず、衛星による連続的な観
測に適用するためにはなんらかの手法を使ってマッピングしなければならない。そこで本研究では、
クラスタリングとサポートベクターマシンという、機械学習的手法をもちいて、月別および地域別の
エアロゾルモデルの分布図の作成をおこなった。まず、クラスタリングと呼ばれる手法をもちいて、
AERONETによる観測をいくつかのグループに分類した。そして、その後分類に用いたクラスタを教師
データとし、各種の衛星データ、およびモデルの出力値から、クラスタリング結果への対応付けをサポー
トベクターマシンでおこなった。衛星データとしては、そのときの分類結果の一例を図 1に示す。こ
れは 2009年 6月の結果を分類したものである。また、サポートベクターマシンによる分類の妥当性を
確認するために、交差検定をおこなった。

3. MTSAT-2からの最小反射率、エアロゾル・インデックス、BRDFプロダクトの計算

　ひまわり 8号衛星からエアロゾルを導出する事前準備として、MTSAT-2への最小反射率法による地
表アルベドの推定、エアロゾル光学的厚さの指標となるエアロゾル・インデックスの導出をおこなった。
導出されたエアロゾルインデックスは、対応する日付の黄砂観測と整合的なものであった。そして時
間毎の地表面反射率の整合性を確認するために、BRDFプロダクトを作成した。BRDFモデルとしては、
Hotspot付きの Roujeanモデル（Maignan et al., 2004）をもちいた。

4. ひまわり 8号対応

　2014年に打ち上がったひまわり 8号のデータからエアロゾルの導出をおこなうことを計画している。
今年度は試験的に海上での解析をおこなった。アルゴリズムとしては 2チャンネル法（Higurashi and 

Nakajima, 1999）に基づくパッケージ（REAP）をもちいた。図 2に初画像の解析結果をしめす。左側
がエアロゾルの光学的厚さで、右側がオングストローム指数である。 
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図 1：機械学習による領域別、月別のエアロゾルモデルの例。2009年 6月のもの左上から右下に向かっ
て、グループ A,B,C,Dの 4つに分類されている。

図 2：ひまわり 8号、初画像の解析結果。2014年 12月 18日の画像を解析したもの。エアロゾルの光
学的厚さ（左）および、オングストローム指数（右）
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3.8 EarthCARE高次アルゴリズム I/Oルーチンの開発 野牧　知之

1. はじめに

　EarthCARE高次アルゴリズムの開発を進めるために、ミッション運用系システムが要求するソフト
ウェア開発ガイドラインに基づく I/Oルーチンや入力データの作成をすすめている。このほか、検証実
験を支援するための将来の衛星通過予測や、衛星間のマッチアップ調査のトピックスについてとりあ
げる。

2. 高次アルゴリズム I/Oルーチンの開発

　EarthCARE高次アルゴリズムの I/O部分において、入力データとして要求される L1データについて、
CloudSat/CPRデータを用いる方法、および衛星データシミュレータにおける出力データを用いる方法、
を用いて、模擬的なデータを作成することをすすめている。L1模擬データは、実際のプロダクトフォー
マット記述書（PDD）にもとづいて HDF5/netCDF4形式で作成をおこなう。これにより、高次アルゴリ
ズム開発環境において従来は入力用にバイナリデータを用いたアルゴリズム開発を行っていたのに対
して、今後は実際の処理システムを模擬した処理環境を前提とした動作試験やベンチマークをおこな
うことができるようになる。これは、ミッション運用系がアルゴリズム開発側にガイドラインとして
求めるソフトウェアの I/Oの規定や処理時間要求を達成するための開発業務に有用である。また、CPR

高次アルゴリズムにおける I/Oモジュールの作成に関しても今年度におこなった。

3. 軌道表示ウェブシステムの開発

　PIによる地上検証実験計画をサポートするために、昨年度に、現在運用中のクラウドサット衛星の
軌道要素をもとに、将来の衛星通過予測位置を表示（グーグル TMアースおよびグーグルマップ）するツー
ルを EORCで作成し、PI向けのウェブサイト上で公開した。
　今年度は、CloudSat衛星のほかに、CALIPSO、GCOM-W、Aqua、Terra等の衛星についての予測軌道
に対応した。
　また、地上サイトにおける衛星位置の幾何情報（直下点距離、天頂角、方位角）を計算する機能を
搭載した。
 ©Google

　なお、このような衛星将来軌道を表示する機能やツールは、他ウェブサイトやアプリケーション等
でも利用可能なものがある（例、NASA/LaRC Satellite Overpass Predictor等）。本システムでは、PIによ
る地上検証実験計画をサポートするため、地上の詳細な拡大地図にまで表示を対応させること（グー
グルアース等の利用）、TLEデータの更新にあわせて予測位置情報を更新し、過去データとの差異に関
する情報を提供すること（マヌーバなどの影響を実験計画に反映しやすくするため）、を念頭において
設計した。

4. 衛星間マッチアップ情報公開の検討

　EarthCAREの他衛星データによるデータ検証機会がどの頻度なのかを知るために、CPRを搭載する
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CloudSatを例に、EarthCAREの軌道との近接頻度を調査するとともに、将来リアルタイムに情報公開
するためのシステムの検討をはじめている。
　近接頻度を調査には、EarthCAREの想定軌道を用いている。これは、軌道高度 393km付近、回帰周
期 25日、1回帰総周回数 389周とし、うち 1周がディセンディングで東京都小金井市付近を通過する
条件を選んで模擬的に作成したものである。
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3.9 TRMM PR Climate Data Record （CDR）の開発 金丸　佳矢

 

1. はじめに

　熱帯降雨観測衛星（TRMM）に搭載された降雨レーダ（PR）の降雨観測は 17年に及ぶ。また、2014

年 2月に全球降水観測計画（GPM）の主衛星が打ち上げられ、二周波降水レーダ（DPR）による降雨
観測の継続が期待されている。PRと DPRは降水の鉛直構造や降水タイプといった降水特性を観測する
ことが可能で、海陸を問わず他の衛星センサよりも正確な降水量推定が出来る。したがって、PRやそ
れを引き継ぐ DPRの長期観測データを活用することで降水量や質を含めた十年規模以上の地球水循環
変動を検知することが期待される。そのためには観測データの品質が長期にわたって安定しているこ
とが不可欠だが、TRMM PRは 2001年 8月の衛星高度変更、2009年 6月の PR冗長系切替、に起因す
るデータ品質の不連続が存在する。本研究は、これらのデータ品質の不連続を軽減して気候解析に利
用可能な気候データセット（Climate Data Record; CDR）を開発・整備することを目的とする。

2. 研究計画

　TRMM PRの降水 CDRは、衛星高度が 400 kmかつ冗長系切替以前（2001/09-2009/05）のデータを基
準として品質が一様なデータセット、と定義する。衛星高度変更前（1997/12-2001/08）や冗長系切替後
（2009/06-2014/07）データについては、PRの降水 CDRの品質に似せた（影響軽減）データの作成を行い、
その影響評価を行った。影響軽減データの作成は PR受信電力プロダクト内で行い、それを入力とした
複数のプロダクトから PR降水プロダクト（Iguchi et al. 2009）が得られる。

3. 研究内容

3.1 高度変更前期間の影響軽減データの開発

　高度変更に伴う PRの観測データの品質変化は先行研究によって以下の影響が挙げられており、（1）
衛星高度増加に伴う感度低下、（2）水平分解能の増加に伴うメインローブ高度上昇、（3）スキャン後
半にビームミスマッチが発生する。（2）と（3）は、PRの降水量推定のアングルビン依存性を変化さ
せるが、衛星直下付近のアングルビンへの影響は小さいことが先行研究で示されている。ただし、（1）
の影響は衛星直下付近のアングルビンにも含まれる。そこで、今年度は（1）の影響を軽減したデータ
の作成およびその評価を行った。高度変更前の影響軽減データの作成方法は Shimizu et al. （2009）の手
法をもとに改良して行った。

3.2 冗長系切替後期間の影響軽減データの開発

　冗長系切替前後を比較すると、PRの観測した雑音電力が低下した。そのため PRの雨の最小検出感
度にわずかな差が生じたが、その影響は未知のままである。そこで、冗長系切替後の雑音電力にオフセッ
トを加えた影響軽減データの作成、およびその評価を行った。

4. 研究成果

　高度変更前の影響軽減データ作成を 2000/1の 1か月行い、その影響評価をした。高度変更に伴う感
度低下（雨頻度の減少）を再現したが、高度変更前後で雨頻度に不連続が生じた。この原因を追究し
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たところ、水平分解能の変化を考慮する必要があることが分かった。水平分解能の変化は PRが観測す
る散乱体積をわずかに変化させる。このわずかな変化は、特に雨域の端で受信電力値の増加をもたら
すことが簡易的な理論計算から確認できた。感度低下に加え簡易的に水平分解能の変化を考慮して影
響軽減データの作成を行うと、雨頻度の不連続は軽減する傾向にあることが確かめられた（外部発表 1）。
　冗長系切替後の影響軽減データ作成を 2010/1の 1か月行い影響評価をした。雑音電力の増加に伴う
雨頻度の減少を再現し、冗長系切替前後の明らかな不連続は見られなかった。複数の変数についても
不連続が軽減され、ここでの手法に一定の効果があることが分かった。
　今年度の成果を踏まえて、先行研究と今年度の結果をもとに、PRの降水 CDR（試作）を作成した（図 1）。
標準プロダクトで 17年時系列を作成すると、高度変更前後の不連続が大きい。これは 3.1で述べた（2）
と（3）の影響が大きい。PRの降水 CDRは高度変更の影響が小さなビームスキャンの使用（衛星直下
付近のみ）と、影響軽減データから見積もられた高度変更前（-0.5%）と冗長系切替後（-1.0%）の降水
量バイアスを加えて作成した。

図 1　全球平均（35S-35N）の地表面付近降水量の時系列。細（太）線は月平均（13か月移動平均）を示す。
青色は PRの気候 CDRの試作版、灰色は PR 標準プロダクトで作成。

　図 2は PRの降水 CDRを他の衛星降水プロダクトと比較した降水量偏差の時系列を示す。TMIは
TRMMに搭載されたマイクロ波放射計から降水量を推定する（Kummerow et al. 2011）。TMIと PRの
観測幅は異なっているため、使用する TMIのデータは PRの衛星直下付近の観測幅（約 40 km）に狭
めた。GPCPは地上雨量計に加え、マイクロ波放射計や赤外放射計を複数組み合わせたデータである
（Adler et al, 2003）。図 2から PRは TMIや GPCPと比較して異なる時間変動をもつことが分かる。TMI

と PRの観測幅をほぼ同じとしているため、サンプリングエラーによるものではないことが確認できる。
GPCPはマイクロ波放射計から降水量推定が行われていることから、TMIと似た時間変動をもつ。した
がって、PRと他の降水プロダクトの時間変動が異なる原因は、観測測器の違いによるものであること
が分かる。プロダクト間の違いを詳細に比較すると、降水量の時間変動の違いは海上の降水量変動の
違いを反映していることが分かった。
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図 2　全球平均（35S-35N）の複数の降水プロダクトの時系列。各線は月平均（13か月移動平均）を示す。
青色は PRの気候 CDRの試作版、緑は TMI、赤は GPCPをそれぞれ示す。データはそれぞれの 2002-
2008年の平均からの偏差。

5. 今後の展望

　高度変更前の水平分解能変化の効果は、現状では調整パラメータとなっている。当該パラメータの
妥当性の検証が不可欠である。この検証のために PRの特別観測実験のデータを利用した解析を行う予
定である。2001年 8月に行われた高度変更後、TRMM衛星は 402.5kmの高度を維持してきたが、2014

年 7月に高度維持のための燃料が枯渇した。そのため、衛星高度は地球の大気摩擦によって徐々に高
度を落としている。しかし、PRの通常観測が可能な高度は固定されており高度変更前 350 kmまでは
正常な観測を行うことが出来ない。衛星が 402.5 kmから 350 kmまで降下する間、PRはいくつかの特
別観測実験を行っている。その中のひとつに Dense Sampling実験があり、PRのビームスキャンを従来
の 3倍あるいは 4倍密にしてデータを取得している。水平分解能の効果を直接的に評価するためには、
高分解能データを使用して分解能変化を仮想実験することが挙げられる。このための元データとして
Dense Sampling実験データを適用する予定である。
　冗長系切替後の影響についても、手法の改善、長期処理や地域ごとによる影響評価を行う必要がある。
冗長系切替の影響軽減データは降水頻度が減少しているにもかかわらず降水量が増加している地域が
存在する。PRの降水量推定は、降水減衰量や降雨タイプにも影響を受けるため、影響軽減プロダクト
内におけるそれらの変化を調査する予定である。
　PRの長期変動がマイクロ波放射計ベースの降水量プロダクトと異なる原因を追究するために、更な
る解析を行う。PRと他の降水プロダクトの差は El nino期に大きくなることが知られている。該当する
期間に着目した解析を行うことで、どのような物理的背景に基づいて差が生じしているのか、その原
因を明らかにさせたい。
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4.1 GCOM-Cアルゴリズム開発と利用研究 村上　浩

1. はじめに（研究の背景、目的など）

　地球環境変動観測ミッション（GCOM）気候変動観測衛星（GCOM-C）は、多くのプロダクトの生
成を通じて地球環境の包括的な監視・理解を得ることを目指している。GCOM利用研究グループでは、
ミッションサクセスクライテリアの達成（プロダクト作成と精度の達成）や気候変動研究への貢献、
プロダクトの利用価値向上を目的として、外部研究機関と協力しながらアルゴリズム開発・改良、校
正検証と、地球環境変動の監視、解明、予測向上等に関わる利用研究を実施している。
　第 3章で紹介する陸面反射率プロダクト（RSRF：GCOM-C標準プロダクト）は、それ自体が多くの
陸域研究者に利用されるだけでなく、他の陸植生関連標準アルゴリズムの入力や大気パラメータ推定
時の下端条件としての参照データにもなり、これを精度良く推定することは関連する多数の GCOM-C

プロダクトの精度目標の達成や目指す利用研究の実現に必須である。
　GCOM-Cプロダクトの利用価値を高める上で GCOM-Cの多波長高解像度とひまわり 8号の高時間頻
度のデータを組み合わせて地球環境観測を行うことが効果的である。本年度はそのための相互校正や
プロダクト作成に向けた解析準備を実施している。

2. 研究計画（中期計画と、今年度の計画の概要）

　FY2016の GCOM-C打ち上げに向け、FY2013～ FY2016は「打ち上げ準備フェーズ」として、担当
する陸大気補正、光合成有効放射（PAR）、クロロフィル a濃度（Chl-a）等のアルゴリズム開発と処理コー
ド作成や、公募により選定した研究者（PI）やミッション運用部門と連携した処理インタフェースの構
築や試験、基礎データ収集と打ち上げ後の校正検証準備、利用研究準備等を実施している。このうち、
FY2014の計画は以下である。
（1）  公募研究者（PI）間の連携推進と、GCOM-C打ち上げに向けた利用検討や検証観測計画の詳細化

（GCOM-Cの PI、環境研、気象研、水研等と連携）
（2）  陸面大気補正アルゴリズム（RSRF推定）の開発（GCOM-Cの PIと連携）
（3）  日本周辺海域（東北沖あるいは東シナ海を想定）における海色時系列データ作成検討（水研と連携）
（4）  ひまわり 8号の解析準備（相互校正等の初期解析）（気象衛星センター・気象研と連携）
　このうち、（1）については 9月に GCOM-Cの PIを中心としたミニワークショップを開催し、打
ち上げ後の利用や検証観測計画について議論と調整を実施した。利用コミュニティー拡大に向けた
GCOM-C計画の学会等への情報発信のため、国内・外の学会で計画の紹介を行った（［1］，［3］，［4］，
［6］）。それ以外にも本年度は、地球環境変動監視に関わる利用研究の一環として AMSR-Eと AMSR-2

による 12年間のデータを用いた海洋域の変動解析を行い海洋学会で発表した［5］。（3）については（2）
および（4）のボリュームが増えたため未達成であり、来年度以降に実施する予定である。（2）と（4）
の内容について下記に記す。
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3. 研究内容

3.1 陸面大気補正アルゴリズムの開発

　2012年に開催した大気補正・エアロゾルワークショップの結果に基づき、GCOM-Cの陸大気補正は
JAXAが PIの成果を取り込みながら、MODISで行われているような標準的なアルゴリズムから更に先
端的なアルゴリズムへステップ・バイ・ステップで開発することにしている。FY26において打ち上げ
版として以下の仕様で開発し、処理システムに提供した。
（a）  当日～ 1か月程度の過去の大気上端輝度データ（LTOA）を入力
（b）  複数日（24日～ 32日）の LTOAを用い、時間方向に大気の変動が大きく陸面は比較的安定と仮定し、

陸面の双方向反射係数（BRF）を推定（初期値として過去最近日の BRFを利用）し、翌日以降利
用する初期値参照用データとして保存

（c）  近紫外・青・赤バンドの処理日に相当する BRFを用いて他のバンドを大気補正し、陸面反射率プ
ロダクト（RSRF）を出力

　打ち上げ後の精度目標達成に向けて BRFの関数形等の今後見込まれる改善が取り込めるアルゴリズ
ムにするため、今回のバージョンでは BRFテーブルの作成と複数日のデータを用いるといった陸面大
気補正に特有のフローの構築に重点を置いてコード作成を行った。
　本年度は上記の大気補正アルゴリズムに加えて、地上システムの審査会で新たに要請された定点校
正検証用の LTOAデータ切り出し処理のための処理コードの作成と地上システムへの提供も行った。
定点校正検証用のサイト地点は打ち上げ後も変化する可能性があるため、サイトの位置と範囲のリス
トをテキストファイルとして容易に差し替えできるようにインタフェースを作成した。

3.2 次期静止衛星の解析準備

　2014年 10月 7日に打ち上げられたひまわり 8号は、静止気象衛星では初めて可視～短波長赤外に 0.5

～ 2km解像度の複数バンド（470nm, 510nm, 640nm, 860nm, 1610nm, 2260nm）を持つため、十分な相互
校正を行うことによって、一部の GCOM-Cアルゴリズムを適用することやプロダクトの複合利用がで
きると考えられる。本年度は予定していた（a）に加え、（a）の結果を用いて（b）も実施することがで
きた。
（a）  海洋域のバンド間相対校正：ひまわり 8放射計（AHI）の波長応答に対応した放射伝達（Pstar3）

による大気分子散乱、エアロゾル散乱等の参照テーブル作成
（b）  海色（Chl-a）推定試験：AHIの波長応答による感度試験と Chl-a推定係数準備
　また、ひまわり 8号打ち上げ前には韓国の静止海色衛星を用いたエアロゾル特性の評価等も行い
（［2］）、多時刻データの利用の試行を行った。

　図 1はバンド間相対校正結果の一例である。異なる 2日でもほぼ同じ Y/X比を示しており（別の日
の図はここでは示さない）、特段の空間依存性等も認められないことから、データ取得スケジュールに
より 2シーンのみの解析であるため結果は暫定的であるが、輝度プロダクトの値は比較的安定してい
るものと推測される。
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図 1　ひまわり 8号初画像（2014/12/18）におけるバンド間相対校正結果。左、中、右図はそれぞれバ
ンド 1、2、3の大気上端反射率のシミュレーション値（X軸）とひまわり観測反射率（Y軸）の比較。
シミュレーション値はひまわり 8号によるバンド 4（860nm）とバンド 5（1.6µm）観測値からエアロ
ゾルの散乱光とその波長特性を推定し、MODISの可視波長の海面反射率と放射伝達コード（Pstar3）
を用いて推定。

　図 2は Chl-a推定試験の一例である。別途行ったひまわり 8バンド波長の海色へ感度試験から、Chl-a

の低レンジや高レンジで従来の海色センサより感度が低いことがわかっている。ひまわりの Chl-aは沿
岸のシグナルの強い領域ではMODISの Chl-aに良く対応しているが、外洋ではノイズが大きくなって
おり、感度試験の予想と整合している。今後 10分毎のデータの平均化などによる改善等の検討を行う
予定である。

図 2　ひまわり 8号初画像（2014/12/18）による Chl-aの推定例。左図はひまわり可視域、中図は左図
の矩形領域の拡大、右図は MODISプロダクトの Chl-a。値のスケールバーを図の下側に示す。
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4.  研究成果（直接的成果、波及効果：利用研究 Grの目標、本部目標に対する貢献、社会ニーズへの

貢献など）

　実施項目（1） PI間連携推進、利用・検証情報交換により、打ち上げ前の検証観測計画の作成が行え
ると共に、打ち上げ後の研究者間の連携の促進とより効果的な検証観測が実施でき、精度目標達成や
目指す地球環境変動等の利用研究の実現に資すると考えられる。実施項目（2）ではスケジュールに沿っ
たアルゴリズムの地上システムへの提供により地上システム開発に貢献すると共に、打ち上げ後のサ
クセスクライテリア（精度目標）達成に向けて今後の改善が取り込めるプログラムにすることができた。
また、実施項目（4）によって次年度から本格的に進める予定のひまわり 8利用研究に向けた準備がで
きたことで、GCOM-Cで目指す地球環境変動の監視、解明、予測向上等を効果的に進めることや、外
部研究機関等と連携したエアロゾル等の環境情報作成等に繋がる。

5. 今後の展望（今後の研究計画、利用構想など）

　FY 2015も前述の「打ち上げ準備フェーズ」（FY2013～ FY2016）の計画を実施する。FY2015の計画
における重点項目としては、打ち上げ年度 FY2016が近づいていることから、高次処理コードのブラッ
シュアップや、打ち上げ後の検証・代替校正観測・手法の詳細化と、それに加え、GCOM-C打ち上げ
後の利用を効果的に進めるために EORC横軸研究や他ミッションと連携した研究（プロダクト開発・
検証や利用研究）を進める計画である。
　また、FY2015はひまわり 8号のデータが本格的に取得できるようになることから、本年度実施した
解析準備をベースにして、代替校正、GCOM-Cと複合利用しうるプロダクトの開発、GCOM-Cとの複
合利用に向けた利用手法の検討等を気象研等の外部機関と連携して進めることで、地球環境変動の監
視、解明、予測向上等への貢献に繋げる構想である。

関連する FY26外部発表

（査読付きプロシーディングス）
［1］  Hiroshi Murakami, “JAXAʼs activities for environmental health monitoring”, Proc. SPIE 9259, 

Remote Sensing of the Atmosphere, Clouds, and Precipitation V, 925905 (November 8, 2014); 

doi:10.1117/12.2084691.

［2］  Hiroshi Murakami, Yoko Kiyomoto and Hiroaki Sasaki, “Estimation of aerosol spectral characteristics by 

GOCI hourly observations”, Proc. SPIE 9261, Ocean Remote Sensing and Monitoring from Space, 926107 

(November 8, 2014); doi:10.1117/12.2068671.

（学会・学術集会）
［3］  Hiroshi Murakami, Development of GCOM-C1 land surface refl ectance product, 2014年 4月，日本地球

惑星科学連合 2014年大会
［4］  H. Murakami, M. Hori, T. Y. Nakajima, M. Toratani, Y. Honda, M. Kuji, and T. Aoki, PREPARATION OF 

GCOM-C1 SCIENCE MISSION, 2014年 7月，IGARSS2014

［5］  村上浩，今岡啓治，AMSR-Eと AMSR-2による海洋変動観測，2014年 7月，日本海洋学会
［6］  H. Murakami, Preparation Status of GCOM-C, 2014年 12月，韓日海色ワークショップ 2014
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4.2 SGLI陸圏プロダクトに関する研究 小野　祐作

1. はじめに

　2016年度に多波長光学放射計（SGLI）を搭載した気候変動観測衛星（GCOM-C）が打ち上げられる
予定である。植生指数、地上部バイオマス、葉面積指数（LAI）、光合成有効放射吸収率（FAPAR）、地
表面温度などの SGLI陸圏プロダクトは、多くの陸域生態系モデルで採用されているパラメータである。
SGLI陸圏プロダクトのアルゴリズムは、地球環境変動観測ミッション（GCOM）第 4回公募研究で採
択された主任研究者（PI）が開発し、地球観測研究センター（EORC）が SGLI向けに実装する。但し、
LAIと FAPARのアルゴリズムは、EORCが PIと共同で開発している。本研究では、GCOM-Cの打ち
上げ前の SGLI陸圏プロダクトに関する準備を目的とし、今年度は以下の 2つを実施した。
① SGLI陸圏プロダクトの打ち上げ版コードの開発
② SGLI向け LAI・FAPAR推定アルゴリズムの開発

2. 研究計画

① SGLI陸圏プロダクトの打ち上げ版コードの開発
　今年度 9月末に PIよりアルゴリズム基準書（ATBD）とサンプルコードが提出された。これらを分析し、
SGLI向けに実装する。更に、SGLI模擬データを利用して、性能を試験する。
② SGLI向け LAI・FAPAR推定アルゴリズムの開発
　  葉面積指数（LAI）は、単位地表面あたりの葉の片側の総面積（m2/m2）で定義され、多くの陸域生
態系モデルで採用されているパラメータの 1つである。ここで、MOD15などの既存の衛星 LAIプロダ
クトでは、植生指数もしくは放射伝達モデルを利用して、多波長（単方向）観測データより上層植生
（林冠を構成する高木）も下層植生（林床に生える草本と低木）も含む LAIが推定されている。一方
で、Biome-BGCなどの陸域生態系モデルでは、LAIが上層植生と下層植生で区別されている場合が多
い。従って、衛星 LAIプロダクトで LAIが上層植生と下層植生で区別されていれば、陸域生態系モデ
ルの精度向上に貢献できる。また、現場 LAIデータでは、LAIが上層植生と下層植生で区別されてい
るが、計測が比較的容易な上層植生の LAIが殆どである。従って、衛星 LAIプロダクトで LAIが上層
植生と下層植生で区別することは、開発したアルゴリズムを検証するためにも重要である。本研究では、
SGLIの多方向観測機能（可視（674nm）と近赤外（869nm）の 2チャンネルに直下と軌道方向± 45度
の 2方向）に着目して、LAIを上層植生と下層植生で区別して推定するアルゴリズムを検討している。
　林冠を平行平板（葉の傾き分布を一様で仮定）、林床をランベルト面で近似した場合の林床における
反射の寄与係数 Ψuは、以下の式で表すことができる。

　ここで、Ωoは観測方向、θoは観測天頂角、loは上層植生の LAI、ρuは林床の反射率、wは入射光の
重み係数である。Gは単位葉群の投影面積であり、葉の傾き分布が一様のときは定数（0.5）である。
尚、G（Ωo）/cosθoは、消散係数として定義される。観測天頂角が、直下から斜方になると、消散係数
は高くなるため、林床における反射の寄与係数は小さくなる。また、上層植生の LAIが高くなっても、

This document is provided by JAXA.



4. GCOM利用研究

72

林床における反射の寄与係数は小さくなる。従って、観測天頂角が直下と斜方のときの反射率は、上
層植生の LAIと林床の反射率に感度があると考えられる。尚、このときの波長は、上層植生における
反射の寄与係数が小さい可視が適当であると考えられる。更に、上層植生の LAIが既知であれば、林
冠と林床を平行平板（葉の傾き分布を一様で仮定）で近似した場合の波長が可視と近赤外のときの反
射率は、下層植生の LAIに感度があることは自明である。尚、このときの観測天頂角は、消散係数が
小さい直下が適当であると考えられる。本研究では、モンテカルロ・レイトレーシング法を利用した 3

次元放射伝達モデルである FLiESと Terra&Aqua/MODISデータを利用して上記を実証する。

3. 研究内容

① SGLI陸圏プロダクトの打ち上げ版コードの開発
　今年度 9月末に PIより提出された ATBDとサンプルコードを分析し、SGLI向けに実装した。更に、
SGLI模擬データを利用して、性能を試験した。
② SGLI向け LAI・FAPAR推定アルゴリズムの開発
　FLiESを利用して、図 1に示す林分構造における反射率を模擬した。樹冠を円錐（針葉樹）もしくは
回転楕円体（広葉樹）、幹を円柱、林床をランベルト面もしくは平行平板で近似した。樹冠の内部に葉
が一様に分布しているが、その中心に寸法が半分の円錐（針葉樹）もしくは回転楕円体（広葉樹）が
定義され、その内部に枝が一様に分布していると仮定した。単葉の反射率・透過率と幹枝の反射率は、
LOPEX93の計測データを Terra&Aqua/MODISのバンド 1（645nm）と 2（859nm）の応答関数で重み
付き平均することで計算した。センサ天頂角（度）を 0から 70の 5間隔、センサ方位角（度）を 0か
ら 180の 10間隔、太陽天頂角（度）を 0から 70の 5間隔、上層植生の LAI（m2/m2）を 0.0から 8.0の
0.5間隔、林床をランベルト面で仮定した場合の林床の反射率を 0.00から 1.00の 0.05間隔、林床を平
行平板で仮定した場合の下層植生の LAI（m2/m2）を 0.0から 8.0の 0.5間隔、土壌の反射率を ASTER 

spectral libraryの計測データより計算した。尚、枝の面積密度とシュートクランピングの程度を示す定
数は、文献値を参照した。
　上記で作成したルックアップテーブル（LUT）を利用して、Terra&Aqua/MODISの多波長・多方向
観測データと土地被覆図（GlobCover）より国立環境研究所（NIES）富士北麓フラックス観測サイトの
カラマツ林（密な針葉樹林）を含む東アジアにおける LAIを推定した。また、NDVIも計算した。尚、
Terra&Aqua/MODISの多波長・多方向観測データは、処理対象日± 8日間のMOD09GA（大気補正済み
地表面反射率プロダクト）よりセンサ天頂角が 0度と 45度に近いデータを検索することで作成した。

図 1　林分構造
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4. 研究成果

① SGLI陸圏プロダクトの打ち上げ版コードの開発
　実装したコードの性能は、許容範囲内であった。
② SGLI向け LAI・FAPAR推定アルゴリズムの開発
　林床をランベルト面で近似した密な針葉樹林において、波長が可視、センサ天頂角が直下と斜方 45

度のときの反射率は、上層植生の LAIと林床の反射率に感度があるが、上層植生の LAIが高くなるに
従い、林床の反射率への感度が小さくなる（図 2）。また、林床を平行平板で近似した密な針葉樹林に
おいて、上層植生の LAIが既知、波長が可視と近赤外、センサ天頂角が直下の反射率は、下層植生の
LAIに感度があるが、上層植生の LAIが高くなるに従い、下層植生の LAIへの感度が小さくなる（図 3）。

図 2　波長が可視、センサ天頂角が直下と斜方 45度のとき反射率と上層植生の LAI（左）と林床の反
射率（右）の関係（林床をランベルト面で近似した密な針葉樹林）

図 3　波長が赤と近赤外、センサ天頂角が直下のときの反射率と下層植生の LAI（左）と下層植生の
LAI（右）の関係（林床を平行平板で近似した密な針葉樹林）

　Terra&Aqua/MODISデータより推定した NIES富士北麓フラックス観測サイトのカラマツ林における
上層植生と下層植生の LAIは、現場 LAIデータと比較して妥当な値であるが、上層植生の LAIが高く
推定されたときは、推定された下層植生のLAIの標準偏差が大きい（図4）。また、Terra&Aqua/MODISデー
タより推定した東アジアにおける上層植生と下層植生の LAIの和は、NDVIと比較して妥当な関係で
あった（図 5）。
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図 4　Terra &Aqua/MODISデータより推定した NIES富士北麓フラックス観測サイトのカラマツ林（密
な針葉樹林）における上層植生の LAI（左赤）と下層植生の LAI（右赤）および現場で計測された上層
植生の LAI（左緑）と下層植生の LAI（右緑）

図 5　Terra&Aqua/MODISデータより推定した東アジアにおける上層植生と下層植生の LAIの和（左）
と NDVI（中）および上層植生と下層植生の LAIの和と NDVIの関係（右）

5. 今後の展望

① SGLI陸圏プロダクトの打ち上げ版コードの開発
　NECによるシステム試験および PIのアルゴリズム更新に対応しながら、開発した打ち上げ版コード
を改良していく予定である。
② SGLI向け LAI・FAPAR推定アルゴリズムの開発
　現場 LAIデータおよび既存の衛星 LAIプロダクトと比較することで、開発した LAI推定アルゴリズ
ムを検証する予定である。また、上層植生と下層植生で区別された LAIに着目して、新しい FAPAR推
定アルゴリズムを検討する予定である。
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4.3 GCOM-C海洋アルゴリズムの評価と衛星データの水産資源管理への応用 山口　寿史

1. はじめに

　気候変動観測衛星 GCOM-C/SGLIは 2016年度に打ち上げが予定されており、解像度が 200mの観測
モードを持つため、海洋では沿岸域での利用が期待されている。今年度は第 4次 RAの 2年目に当たり、
打上げに向けたアルゴリズムが 9月末に提出された。そこで今年度は、PIより提供された打上げに向
けた GCOM-C/SGLIの海洋アルゴリズムの実装を行い、その性能試験を行った。
　また、衛星データの水産資源管理への応用として、豊後水道沿岸で有害渦鞭毛藻赤潮時の光学観測
を行うとともに、赤潮時の現場観測データを用いて、GCOM-Cの赤潮検知アルゴリズムの検証を行った。

2. 海洋アルゴリズムの性能試験と精度評価

　2014年度 9月末に第 4次 RAの PIから海洋アルゴリズムが提出され、標準アルゴリズムは海洋大気
補正、海水固有の光学特性が提出された。今年度は海洋標準プロダクトを対象にして、GLIをベースに
したシミュレーションデータを使用し実行確認を行った。入力と出力のファイル形式は HDF5形式で
あり、各 PIより提出されたアルゴリズムのコードに組み込んだ。また、出力ファイルにピクセル・ラ
イン数などの次のプロダクト生成の処理に必要なアトリビュートを付与した。海洋の標準アルゴリズ
ムから生成されるプロダクトは、以下の 3つのグループにまとめた（図 1）。O1グループは、海面水温、
O2グループは大気エアロゾル、正規化海面射出輝度、光合成有効放射、そして O3グループは、クロ
ロフィル a、懸濁物、有色溶存有機物で構成されグループ毎に処理するように変更した。
　O1と O2グループは、解像度 250mと 1kmの L1Bのシーンデータを入力データに使用し、O3グルー
プは、O2の出力パラメータである正規化海面射出輝度を入力データに使用した。各グループの衛星デー
タの処理時間と最大使用メモリは、許容範囲内に収まっていた。今後は、各アルゴリズムの検証作業を、
JASMES等のデータで行う予定である。

図 1：海洋標準プロダクト処理フロー
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3. 豊後水道沿岸海域の赤潮観測

　沿岸域では、植物プランクトンが大増殖し海面の色が変わる赤潮がしばしば起こる。特に渦鞭毛藻
類などの有害藻類の赤潮が起こると、水産資源に被害を与える。大分県と愛媛県の沿岸に面する豊後
水道は、魚類の養殖が盛んな海域であるが、有害赤潮によって養殖業に被害が出ている。赤潮を衛星
海色データから検知することができれば、被害を軽減できるとともに、各研究機関の赤潮モニタリン
グの負担を軽減することができる。昨年度は大分沿岸で渦鞭毛藻類の亜表層ブルーム下での光学観測
を行ったが、表層の有害渦鞭毛藻赤潮の知見が不足していた。2014年は、5月の段階から有害渦鞭毛
藻のカレニア・ミキモトイの細胞が確認されたことから赤潮が多発すると予想されたため、カレニア・
ミキモトイの赤潮時の光学特性を把握するため、6～ 8月の間に大分沿岸で赤潮中期、最盛期、収束期
に船舶観測を行う計画を立てた。しかしながら大分沿岸では大規模な赤潮は発生せず、一方で愛媛県
沿岸では 6月上旬から 7月下旬までに、被害総額が一億円を超える赤潮が発生していた。そこで 7月
中旬に、遊子沿岸と吉田湾で赤潮観測を行った。遊子沿岸のカレニア・ミキモトイ赤潮は収束状態で
あったが、吉田湾では湾奥が赤褐色に染まっている状態であった。吉田湾の表層のクロロフィル aは、
137.2mg m-3と高濃度でありカレニア・ミキモトイの細胞数は 11400cell ml-1であった。リモートセンシ
ング反射率は 565nm付近にピークが見られ、強い植物プランクトンの吸収が見られた。GCOM-Cの赤
潮検知アルゴリズムを、吉田湾のカレニア・ミキモトイ赤潮の現場で使用すると植物プランクトンと
懸濁物や有色溶存有機物が混じった状態と判別され赤潮を検知することが出来なかった。
　今後、赤潮の光学データを使用し、赤潮のモデル化、懸濁物や有色溶存有機物が豊富に存在する海
域でも、赤潮検知アルゴリズムを改良する必要があると考えられた。

図 2：吉田湾のカレニア・ミキモトイ赤潮時のリモートセンシング反射率（Rrs）

図 3：吉田湾のカレニア・ミキモトイ赤潮時の表層のデトリタス（ad）、植物プランクトン（aph）、そ
しての有色溶存有機物（ag）の吸収係 数。
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4.4 SGLI雲・エアロゾルアルゴリズムの最適化、および衛星センサの複合利用による

 雲成長過程のリモートセンシング 永尾　隆

1. はじめに 

　気候変動観測衛星（GCOM-C）の開発は、全球地球観測システム（GEOSS）の社会利益分野への貢献
など、地球システムの包括的理解を目的としている。GCOM-Cは多波長光学放射計（SGLI）を搭載し、
雲エアロゾル、海色、植生などを全球規模で長期間継続観測することで、放射収支・炭素循環の理解と
予測に貢献する。GCOM-Cは第 3期中期計画に沿って 2016年度の打上げが予定されており、それに向
けた GCOM-C利用研究グループの今年度の課題は、高次処理アルゴリズム打上げ版コードの開発と打
上げ後の検証・解析に向けた準備である。また、ひまわり 8号の利用研究もグループ課題のひとつである。
　以上を背景とし、個別研究に 2本の柱を設定した。ひとつは、「SGLI雲エアロゾルアルゴリズムの
最適化」である。PIらと連携してアルゴリズムを SGLIに最適化させ、高精度・高品質なプロダクト
を提供することで、雲・エアロゾルの長期変動の定量的議論の基盤づくりに貢献する。もうひとつは、
SGLI雲特性アルゴリズム開発の先にある「雲成長過程のリモートセンシング」である。雲レーダやマ
イクロ波センサとの複合観測や高空間分解能観測による情報と知見を積極的に活用して SGLIやひまわ
り 8号センサなどの可視赤外イメージャによる雲微物特性の鉛直・水平分布およびその時系列観測を
成し、雲成長過程の理解とモニタリングに貢献する。

2. 研究計画

　個別研究の 2本の柱を踏まえ今年度の計画を下記の通り定めた。
　1）  SGLI雲エアロゾルアルゴリズムの実装：GCOM-Cのアルゴリズム PIらから提出される雲フラ

グ・雲特性・非偏光エアロゾル特性の各アルゴリズムに、SGLIデータおよび補助データのイン
タフェースを組込み、打上げ版コードの候補版を作成する。

　2）  雲水平不均質性によって生じる雲特性推定のバイアス誤差の調査：雲特性プロダクトの品質や
検証に関わる問題として、画素内の雲不均質性が雲特性（雲光学的厚さ、雲粒有効半径、雲頂
温度）の推定にバイアス誤差を引き起こすことが先行研究で指摘されている。今年度は、Land-

sat8の高空間分解能データを利用して SGLI雲特性プロダクトに起こり得る雲不均質性起因のバ
イアス誤差の特徴を模擬・調査する。

　3）  SGLI雲粒有効半径プロダクトの水雲の雲粒粒径鉛直分布に関する解釈：SGLIの雲粒有効半径
プロダクトや観測輝度から雲粒粒径鉛直分布を推定する手法の実現可能性検討を外部研究者と
連携して数値雲モデルなど用いて行う。またこの研究の将来的な適用を見据え、SGLI雲特性ア
ルゴリズムのひまわり 8号への適用準備を行う。

3. 研究内容

　上記の研究計画 1） – 3） それぞれについての研究内容と結果を示す。
　1）  本年度 9月に GCOM-Cのアルゴリズム PIらから提出された雲フラグ・雲特性・非偏光エアロゾ

ル特性の各アルゴリズムに SGLIデータと補助データのインタフェースを実装した。処理速度向
上やメモリ節約などの改良を施し、地上系システムの負荷軽減に貢献した。雲特性アルゴリズ
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ムに雲種識別アルゴリズムを組込んだ。SGLI観測輝度模擬データを入力として、雲フラグ・雲
特性・非偏光エアロゾル特性プロダクトの模擬データを作成した（図 1）。これらをもとに、ア
ルゴリズム最適化に向けた検討と作業を PIらと連携して進めた。また PIら（東海大）と連携し
て、GCOM-Cプロジェクト下で整備された全天カメラシステムを用いた雲フラグプロダクトの
検証手法を開発した。

　2）  SGLI観測における画素内の雲水平不均質性に起因する雲特性推定のバイアス誤差を、Landsat8

の高空間分解能データを使って模擬・調査した。その結果、このバイアス誤差は「晴域の混入」
に起因するものと「雲微物理特性自体のばらつき」に起因するものに分けられることを突き止め
た。さらに、これらのバイアス誤差を画素内の輝度の分散・共分散行列の関数としてモデル化し、
SGLIの実観測データからこのバイアス誤差を逆推定するためのアルゴリズムも開発した（図 2）。

　3）  外部研究者（NASA/JPL、理研など）と協力して、可視赤外イメージャによる雲粒粒径鉛直分布
推定の実現可能性を検討した。さらに、数値雲モデル・放射伝達コード・雲特性アルゴリズム
を用いた事前計算に基づいて、MODIS雲粒有効半径プロダクトから水雲の雲粒粒径鉛直分布を
推定するアルゴリズムを試作し（図 3a）、結果を CloudSat/CPRプロダクトと統計的に比較した
（図 3b）。また本研究の将来的な適用を見据え、SGLI雲特性アルゴリズムのひまわり 8号への適
用準備を行っている。

4. 研究成果 

　今年度の研究結果から得られる成果をまとめる。
　1）  雲フラグ、雲特性、非偏光エアロゾル特性アルゴリズムの打上げ版コードを作成し、GCOM-

C打上げ準備に貢献した。全天カメラシステムによる雲フラグプロダクトの検証手法の開発は、
打上げ後の早急な検証作業およびデータリリースに寄与する。

　2）  画素内の雲水平不均質性に起因する雲特性推定のバイアス誤差の調査結果および開発した逆推
定手法は、SGLI雲特性プロダクトの検証や空間分解能の異なる可視赤外センサ間での雲特性プ
ロダクトを複合利用する際の結果の解釈に役立つ。

　3）  SGLIなどの可視赤外観測から雲粒粒径鉛直分布推定が可能なことを示した。SGLIの広い観測幅、
ひまわり 8号の時系列観測などの利点により、雲エアロゾル相互作用にも関連する雲成長過程
の理解に貢献できるデータが提供できると期待できる。

5. 今後の展望

　打上げ版コードの作成および SGLI模擬データを用いた試走により、プロダクトの高精度・の高品質
化に向けた新たな課題が明らかになった。来年度も PIらと連携して各アルゴリズムの SGLIへの最適
化を進める。本年度開発した 2つのアルゴリズム（雲水平付不均質性に起因する雲特性推定のバイア
ス誤差の逆推定法、可視赤外観測からの雲粒粒径鉛直分布推定法）を高精度化・プロダクト化を目指
す。また、ひまわり 8号への適用も進める。本研究による雲フラグ・雲特性・非偏光エアロゾルの各
アルゴリズムに関する知見は、SGLIのみならず JAXAの他の環境観測衛星センサ（EarthCARE/MSI、
GOSAT/CAIなど）でも適用可能であり情報共有を進めたい。可視赤外イメージャを軸とした雲成長過
程リモートセンシングのために、EarthCARE搭載センサや GCOM-Wの複合利用の検討も進める。
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図 1　SGLI観測輝度模擬データを入力にして作成した SGLI雲フラグ・雲特性・非偏光エアロゾルプ
ロダクト : a）雲フラグ、b）雲光学的厚さ、c）ISCCP定義による雲種、d）エアロゾル光学的厚さ

図 2　新規開発したアルゴリズムの MODIS観測への適用例： a）MODIS可視反射率。アルゴリズムで
推定した b）画素内の被雲率、c）雲水平不均質性に起因する雲光学的厚さの推定のバイアス誤差、d） 
雲水平不均質性に起因する雲粒有効半径の推定のバイアス誤差。

図 3　 a）新規開発したアルゴリズムで MODIS雲特性プロダクトから推定した水雲の雲粒有効半径鉛
直分布に関する Contoured Frequency by Optical Depth Diagram （CFODD）。b）同時期の CloudSat/
CPRレーダ反射率プロダクトから作成した CFODD。
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4.5 GCOM-C地表面温度プロダクト検証に向けた Flux Towerのデータ解析 宮崎　理紗

1. はじめに

　2016年度打ち上げ予定の気候変動観測衛星（GCOM-C）は、多波長光学放射計（SGLI）を搭載し、
長期間全球規模で地球環境や気候の変動を観測することができるリモートセンシング衛星である。大
気圏・陸圏・海洋圏・雪氷圏の多分野に渡る 29個の標準プロダクトが定義されており、現在各プロダ
クトに対する校正検証を行うための準備が進められている（1月 PI合同WS）。
　本研究では、陸圏標準プロダクトの一つである地表面温度（LST）の検証に向けた地上データ解析を
行っている。解析結果を用いて、気温から地表面温度を推定する補正式を構築することで、キャンペー
ン観測に比べ時間的・空間的に幅広く、データ数が格段に増える地上データを用いた新しい検証手法
の確立を目的としている。

2. 研究計画

　衛星データを用いて「地球環境のモニタリング、モデリング及び予測の精度向上に貢献する」（第 3

中期計画）ために、SGLI標準プロダクトの精度・品質評価を行うためのシステムを構築することを計
画している。
　今年度の主な計画は、
　　①陸圏標準プロダクト LSTに対する新しい検証手法を検討すること
　　② 今年度末に予定されている校正検証計画書の改訂に向け、現状の検証手法に対し PIや関係者に

ヒアリングして取りまとめを行うこと
であった。この他にも、リモセン基本技術の習得や高次アルゴリズムの地上処理情報の取りまとめを
行う。

3. 研究内容

　新しい LSTの検証手法として、全球規模で定常的に観測されている気温データから推定した LSTを
検証用の観測値として用いることで、時間的・空間的に幅広く、豊富なデータ数を用いて検証が行え
ることを目的としている。そのために本研究では、フラックスタワーのデータを用いて気温から LST

を推定する補正式の構築を行っている。
　データ解析の対象サイトとして、広葉樹林・針葉樹林・草地の被覆を代表する 3箇所のフラックス
タワーを選出した。SGLIデータの検証に用いるためには、できる限り均質な観測サイトである必要が
ある。そのため、AmeriFluxと AsiaFluxに登録されている広葉樹林、針葉樹林、草地の観測サイト（計
263地点）の中から、高度データ（GTOPO30）と土地被覆分類データ（GlobCover2009）を用いてでき
るだけ均質な観測サイトとして表 1に示す 3サイトを選出し、解析を行った。
　地表面の熱収支の式をもとに、LSTに強く影響を与える日射量と風速を変数として、LSTと気温の
関係を簡略化した補正式を構築した。

This document is provided by JAXA.



4. GCOM利用研究

82

　ここでは Ts地表面温度、Taは気温、Rnは正味放射、Uは風速、cPは定圧比熱、CHはバルク係数、 l
は気化の潜熱、βeは蒸発効率、qSATは飽和比湿、qaは比湿である。
　α, βはサイトごとに決まる定数とみなし、各サイトにおけるα, βを観測データの解析から決定した。（α, 

βが被覆や樹種に応じて共通の代表値を設定できるか、それらの代表値の間で物理的な関連性が存在す
るかどうか、ということに対しては、今後他の複数のサイトで同様の解析を行うことで検証していく
予定である。）

4. 研究成果

　フラックスタワーサイトで観測された気温を正味放射・風速で補正した結果、RMSEは広葉樹林サイ
トで 0.9℃、針葉樹林サイトで 1.6℃、草地サイトで 1.7℃の精度で LSTを推定することができた（図 1

のカラー）。これは単純に気温との比較（図 1の灰色）から LSTを推定した場合の誤差（それぞれ 1.4℃、
3.9℃、6.6℃）に比べ、非常に小さくなっている。特に草地サイトでの推定誤差の改善が大きいが、こ
れは草地では日変化・季節変化に対して風速の変化幅が大きく、風速に応じた大気の混合状態が地表
面と大気の温度差に強く影響しているためと考えられる。
　風速と日射量の補正から推定した LSTの推定精度（0.9～ 1.7℃）は SGLIのリリース精度（3℃）に
比べ十分に小さい。
　また、9月の PI検証WS、1月の PI合同WSでの議論を反映した、校正検証計画表の改訂を行い、
各 PIや関係者に展開した。（改訂した校正検証計画表は今年末に改訂予定の校正検証計画書に反映させ
る予定である。）地上処理情報に関しては、1月までに提出された各プロダクトのアルゴリズムに対す
る評価結果を反映した表を地上系システム（MOS）に提出済みである。

表 1　本研究で解析の対象とした Flux Towerサイト。広葉樹林・針葉樹林・草地の代表サイトとして
選出した。各サイトの地上データを用いて算出した推定式の各係数と、本研究で推定した LSTの観測
値に対する RMSEも付記してある。

被覆
Flux Towerサイト情報 結果

Site Name Site code Flux network
推定式の係数 推定 LST
α β RMSE [℃ ]

広葉樹林 Willow Creek US-WCr AmeriFlux 131.6 0.07 0.9

針葉樹林 Metolius US-Me6 AmeriFlux 30.9 0.8 1.6

草地 Yanco AUY AsiaFlux 7.3 1.0 1.7
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図 1 気温から推定した地表面温度（縦軸）と観測された地表面温度（横軸）との比較。（a） 広葉樹林：
Willow Creek、（b） 針葉樹林：Metolius、（c） 草地：Yanco。灰色は気温と直接比較した場合（RMSE= （a） 
1.4℃，（b） 3.9℃，（c） 6.6℃）、カラーは風速と日射量で補正した気温を用いて推定した場合（RMSE= 
（a） 0.8℃，（b） 1.6℃，（c） 1.7℃）。

5. 今後の展望

　本研究で進めている LST検証に関する今後の展望として、
　　①  同被覆他サイトで同様の地上データ解析を行い、推定式の係数の物理的意義（土壌水分や被覆

に対する依存性など）を決定する
　　②  JASMES（JAXA Satellite Monitoring for Environmental Studies）用の LST準リアルモニタリング

の比較用地上データと して本研究で推定した LSTを提供する
ことを予定している。①はモデリング及び予測の精度向上に、②は衛星データによる LSTのモニタリ
ングの精度向上に貢献することを目標とする。
　また、再来年度の打ち上げに向け、他プロダクトの検証手法の詳細化、高次プロダクト処理情報の
取りまとめ、準リアルモニタリング HPの改良についても引き続き進める予定である。
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4.6 積雪を対象としたマイクロ波放射伝達モデル・アルゴリズムの検討 筒井　浩行

1. はじめに

　積雪が地球規模の水循環変動や気候変動に及ぼす影響を定量的に理解するためには、全球スケール
で、かつ時・空間的に連続した積雪水量をモニタリングする必要がある。しかしながら積雪深アルゴ
リズム等によるマイクロ波に基づく積雪水量の推定には多くの課題が残っており、その解決が必要で
ある。さらに近年、永久凍土域における活動層の増大とそれに伴う温室効果ガスの放出・森林減退の
拡大が深刻化しているが、その評価を行うためには、積雪に覆われた土壌の水分量とその凍結を積雪
と共に正確に評価する必要がある。そこで本研究では、これらの課題を評価するために、積雪深アル
ゴリズムの再構築と積雪・凍土を対象としたデータ同化システムを開発することを目標としている。

2. 研究計画

　第 3期中期目標［1.宇宙利用拡大と自律性確保のための社会インフラ］における「地球環境のモニ
タリング、モデリング及び予測の精度向上への貢献」を目標に、今年度から来年度にかけて、AMSR2

積雪深標準プロダクト改良のための開発者への支援を行う。また今年度は、積雪・凍土を対象とした
マイクロ波放射伝達モデルを開発し、それに基づく乾雪を対象とした積雪深アルゴリズムを検討する。
さらに来年度以降、乾雪に、ある程度の湿雪を評価することのできるモデルを加え、積雪深アルゴリ
ズムを再構築する。また積雪・凍土を対象としたデータ同化システムを開発し、アルゴリズムのみで
は解決できない課題について検討する。さらに同化システムと積雪深アルゴリズムを併用し、積雪に
覆われた土壌の水分量変化とその凍結を考慮して積雪深推定精度の向上を図る。また同目標における
「共通的な地上システム等の開発・運用」を目標に、AMSR2土壌水分・積雪深標準プロダクトの検証
のための AMSR2観測実験サイト（シベリア・オーストラリア・モンゴル）における陸面水文量データ
の品質チェックを行い、整理する。

3. 研究内容

3-1. 自身のマイクロ波放射伝達モデル・アルゴリズムに関する検討

3-1-1. 積雪・凍土を対象としたマイクロ波放射伝達モデルの開発

　これまでは、積雪マイクロ波放射伝達モデル（以下，RTM）として単層モデルを用い、多くの積
雪・土壌パラメータに仮定値を用いていた。また植生や凍土などの積雪深推定に影響を与える要素は、
RTMに組み込まずにルックアップテーブル（以下，LUT）を作成する段階で考慮していた。このよう
に現実と大きく乖離するモデルによりアルゴリズムを構築していたため、評価が不十分な影響因子の
誤差のしわ寄せが他の要素に影響を与え、推定精度の向上にはなかなか結びつかなかった。そこで本
研究では、RTMをより現実に近づかせることから検討を行った。

【層構造】現在の RTMは、アルゴリズムにおける LUT数の削減を考え、半無限土壌層の上に単層の
積雪が被覆されたシンプルな層構造を適用していた。本研究では、将来的な分布型流出モデル（WEB-

DHM-S）との結合を想定し、本モデルで用いられている SiB2の層構造に整合させ、積雪層を表層（新
雪 0-2cm）・中間層（しまり雪 0-15cm）・最下層（ざらめ・しもざらめ雪層）の 3層構造とした。また
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土壌凍結や土壌からのマイクロ波射出を考えるために、4層（0～ -10cm，-10～ -20cm，-20～ -40cm，
-40～ -60cm）の根茎層を考えた。
【積雪密度】現在の RTMでは、積雪密度を 200 kg/m2に仮定しているが、実際の積雪では、エイジン
グ効果により下層程、積雪密度が増大することを考慮し、表層・中間層・最下層、それぞれに 100 kg/

m2・200 kg/m2・300 kg/m2の積雪密度を設定した。
【積雪含水率】本年度の計画では、乾雪のみを対象とした RTM・アルゴリズムを検討する予定であったが、
予定を変更し、Debye-Like Semi-Empirical Model（Arslan et al.; 2001）を適用し、アルゴリズムにおいて、
ある程度の湿雪を評価することができるように改良した。
【植生水分量】現在、植生水分量による光学的厚さの影響は、RTMに組み込まれておらず、MODIS 

NDVIから経験式により求めた光学的厚さを RTMにより計算した LUTに付加する形式をとっている。
本研究では、MODIS LAI（葉面積指数）から植生パラメータ b’・xを Paloscia and Pampaloni（1988）・
Ulaby and Wilson（1985）の理論により算定するプロセスを RTMに組み込んだ。
【地表面粗度】一般的にマイクロ波領域では、雪面粗度による表面散乱を無視するため、これまでは
RTMに考慮していなかった。しかし土壌凍結や土壌からのマイクロ波射出を考える上で、積雪との
境界面となる土壌表面の表面散乱は重要な要素となる。そこで土壌表面に Advanced integral equation 

model （AIEM, Wu et al.; 2008）を導入し、土壌表面における表面散乱を評価するスキームを導入した。
【凍結土壌】これまでは、DMRT（Tsang; 1992）により土粒子と氷、それぞれの複素比誘電率から凍
結土壌層の消散係数 Ke・単一散乱アルベド ωを求め、凍結土壌層と積雪層から成る RTMを作成して
LUTを計算し、凍結土壌域に適用していた。しかし本研究では、Dobsonの式に氷の項を加え、凍結土
壌の複素比誘電率を算定するプロセスを RTMに直接組み込んだ。

3-1-2. 積雪・凍土を対象とした積雪深アルゴリズムの検討

（1） 積雪深アルゴリズム再構築の検討
新たに開発した RTMに基づき積雪深アルゴリズムを再構築するためには、最適な各種パラメータを設
定する必要がある。そこで各種パラメータの設定を行った。

【雪粒子の成長】雪粒子成長モデルは幾つか存在するが、附属データ数の制限を考慮し、根雪の経過日
数から雪粒子成長を評価することのできる Sturm and Benson （1997）のモデルの適用を考えた。サンプ
ル数は少ないが、過去、シベリア検証サイトにおいて取得した雪粒子サイズとの検証を行い、比較的
良好な整合が確認されたため、本モデルを採用した。
【植生水分量】全球の多様な植生を評価するためには、様々な植生タイプの植生パラメータ（b’,x）を
決定する必要がある。最盛期の植生パラメータを提案した先行研究は、多く存在するが、地表面が積
雪により覆われる直前の枯渇期の植生パラメータを研究した事例はほとんど無い。そこで東京大学附
属農場（西東京市）の観測圃場において、地上マイクロ波放射計により様々な植生タイプ（枝豆・燕麦・
小麦・コーンなど）からのマイクロ波放射輝度温度を植生水分量・温度と共に観測し、枯渇期におけ
る植生パラメータを算定した。さらに算定した枯渇期の植生パラメータ（b’,x）を ESA Glob Coverデー
タセットの植生タイプに当てはめて、植生パラメータの全球マップを作成した。また LAI（葉面積指数）
としては、地表面が積雪により覆われる前の 9月中旬のMODIS LAIデータセットと用いた。
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【凍土】凍土域の判定には、NSIDC Permafrost/Ground ice mapを用いた。これまで凍土域であっても土
壌の表層タイプ、含氷率や水平方向の連続性によりマイクロ波による積雪推定に影響を及ぼさないケー
スがあることを NSIDC SWE（積雪等価水量）を用いた分析により把握しているため、アルゴリズム検
証改良過程において、その点についても検討したいと考えている。またアルゴリズムのみでは、凍結
土壌の評価を行うことが困難であるが、精度の良い凍土・積雪データ同化システムが開発された場合、
その出力をアルゴリズムに適用したいと考えている。
【土性・土壌の密度・間隙率】AIEMによる地表面散乱を評価する上で、土性（砂 /粘土）・土壌密
度・間隙率が重要なパラメータとなる。そこで、土性（砂 /粘土）・土壌密度の全球データとして、
Harmonized World Soil データベースを用いた。また間隙率については、土壌密度（ρs）を関数とした
ISLSCIPの間隙率算定式を用い、全球データを作成した。
【土壌水分・地温】これまで土壌水分を 3%、地温は推定雪温と同じという仮定を用いていた。しかし、
マイクロ波放射伝達モデルを積雪のみでは無く、土壌も評価できるよう改良したため、土壌水分・地
温もパラメータとして評価する必要がある。しかし、積雪下の土壌水分・地温の全球データはほとん
ど無い。そこで GLDAS Community Land Model （CLM）の土壌水分・地温全球データを用いた。
（2） チベット高原における疎らな積雪分布評価手法
　チベット高原には、疎らな積雪分布が形成される。これに対して、マイクロ波リモートセンシング
に基づく積雪深アルゴリズムは、地表面を一様に被覆する過大な積雪を推定してしまう。これはチベッ
ト高原の土壌が乾燥・凍結しているのに対し、土粒子の複素比誘電率が、氷粒子の複素比誘電率とほ
ぼ等しいため、マイクロ波センサが、疎らに分布する乾雪と乾燥・凍結した土壌を区別することがで
きないことが原因と考えられる。マイクロ波によるチベット高原における積雪の過大推定を解消する
ために、チベット高原における乾雪と乾燥・凍結した土壌との微小な体積散乱の相違をマイクロ波の
高周波帯と低周波帯の輝度温度の比により検知する手法を見出した。さらに乾雪を透過し土壌表面付
近の情報を検知する 19GHz帯と土壌表層内部を検知する 6GHz帯との比によりチベット高原における
土壌の凍結を検知するための手法を見出した。
　しかし、本手法を検証するための地上観測データがほとんど存在しないため、10mの高空間分解能
を有する AVNIR2データを用い、高原上の積雪分布を求め、3,205ピクセルを対象に、積雪深アルゴリ
ズムによる積雪分布との適合率（雪の有無）を検証した。その結果、74%の適合率を確認し、本手法
を積雪深アルゴリズムに適用した。

　本研究の計画時点では、現行の積雪深アルゴリズムを改良することを想定していたが、RTMの大幅
な変更に伴い、根本的にアルゴリズムを見直す必要のあることが分かり、現在、多くの LUTの整備と
アルゴリズムの書き換えを行っている。

3-2. AMSR2積雪深標準プロダクトに関する検討

（1） 積雪深推定誤差の原因に関する調査
　今年度末の AMSR2積雪深標準プロダクトの改訂に向け、積雪深推定誤差の原因について東ユーラシ
ア 197地点を対象に調査を行った。その結果、誤差の原因が、プロダクトの森林評価と実際の森林と
の乖離、森林以外の植生の評価不足、凍土の評価不足やアルゴリズムでは解決が困難な雪面融解・積
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雪内の水分残留・氷板などにあることを理解し、プロダクト開発者に報告した。その結果、プロダク
ト開発者により特に森林の評価に改良が施された。

（2） チベット高原における疎らな積雪分布推定手法の提案と導入
　AMSR2積雪深標準プロダクトによる推定結果にも、チベット高原における積雪深の過大推定が生じ
ていた。そこで前述のチベット高原における疎らな積雪分布評価手法の適用を考えたが、本プロダク
トには、土壌凍結の評価プロセスが考慮されていなかったため、乾雪と乾燥凍結土壌との相違の検知
手法のみを用い、同 AVNIR2データに基づく積雪分布との適合率（雪の有無）が最も高くなる閾値を
求め（最適閾値 1.03）、チベット高原の積雪分布を推定した。その結果、高原特有の疎らな積雪分布を
再現することができた。この結果をプロダクト開発者に報告した結果、本手法が AMSR2積雪深標準プ
ロダクトに採用された。

（3） AMSR2積雪深標準プロダクトによる積雪深長期推定検討
　SSM/Iから AMSR2までの 25年を超えるマイクロ波輝度温度データセットを用いて、AMSR2積雪
深標準プロダクトにより全球を対象とした長期積雪深推定を行うための準備検討を行った。SSM/I・
SSMISには存在しない 10GHzが、AMSR2積雪深標準プロダクトにおいて使用されているため、10GHz

の輝度温度を 19GHzから求めるための変換式について AMSR2積雪深検証サイト 1,007地点を対象に
2002年 10月から 2011年 3月（10年間）にかけて、AMSR-Eデータで検討した。本変換式により得ら
れた輝度温度を積雪深標準プロダクトに入力した場合の積雪深をチェックし、さらに SSM/I・SSMIS

へ拡張する必要があるが、本年度末に AMSR2積雪深標準プロダクトの改訂が予定されていたため、本
検討は、その改訂後に行うよう方針を変更した。また 25年を超える全球積雪深長期マップを、どのよ
うに活用できるかをもう少し具体的に考えた上で、検討の継続を判断したいと考えている。

3-3. AMSR2観測実験サイトにおける観測データの品質チェックと定常的取得

　AMSR2シベリア検証サイト（ロシアサハ共和国ヤクーツク 7地点）では、2002年 10月から現在ま
での 12年分の積雪深観測データを取得している。本年度は、2013年 10月から 2014年 5月までの積
雪深データの品質を現地積雪断面写真との比較を通じた品質チェックを行った。また AMSR2オース
トラリア検証サイト・モンゴル検証サイトの観測データについては、同時に、気温・相対湿度・気圧・
地表面放射温度の品質を確認することのできる日射量・放射量の理論値との比較を行い、その品質を
チェックした。

4. 研究成果

（1）  積雪・凍土を対象としたマイクロ波放射伝達モデルを開発 した。
（2）  日本の気象に密接に関わるチベット高原の積雪水量の定量的モニタリングへの貢献を考え、

AMSR2積雪深標準プロダクトへチベット高原特有の疎らな積雪分布を再現する手法を適用した。
  以上は、僅かではあるが、第 3期中期目標［1.宇宙利用拡大と自律性確保のための社会インフラ］

における「地球環境のモニタリング、モデリング及び予測の精度向上」に貢献できたのではない
かと考えている。
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図 -1　チベット高原積雪分布の推定結果 :（a） 改良 AMSR2
積雪深標準アルゴリズム、（b）現行アルゴリズム

（3）  シベリア検証サイトの積雪深データ（12年分）の品質を確認し、データベースとして整理した。
本データは、近々、一般公開される予定にあり、第 3期中期目標［1.宇宙利用拡大と自律性確保
のための社会インフラ］における「共通的な地上システム等の開発・運用」に僅かではあるが貢
献できたのではないかと考えている。

図 -2　シベリア検証サイトにおける積雪深地上観測データセット

5. 今後の展望

　本研究では、積雪深アルゴリズムの再構築と積雪・凍土を対象としたデータ同化システムの開発を
目標としている。これらを併用することにより、積雪のみでは無く、その下の土壌についても評価し、
積雪量とその下の土壌の水分量変化や凍結度合を全球スケールでモニタリングしたいと考えている。
さらに可能であれば深刻化する永久凍土域における活動層の増大とそれに伴う温室効果ガスの放出・
森林減退の拡大についても解析したいと考えている。
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4.7 GCOM-W1/AMSR2 L1Rプロダクトのバージョンアップ 前田　崇

1. はじめに

　AMSR2のように単一の主反射鏡を複数の周波数の受信器で共有するマイクロ波放射計の場合、同一
時刻の観測に由来する観測値であっても、各周波数の観測領域・感度は大きく異なる（図 1）。この観
測領域・感度の違いを解消しないまま複数の周波数の輝度
温度を使ってアルゴリズムを開発しても、潜在的な誤差要
因は残ったままになる。AMSR2では観測したままの（観
測領域・感度の違いが残ったままの）輝度温度プロダクト
である L1Bプロダクトに対して、周波数間の観測領域・
感度の違いを補償した輝度温度プロダクトとして L1Rプ
ロダクトが定義されている。L1Rプロダクトの検証を通じ
て周波数間の観測領域・感度の違いを最小化することは、
自身の研究（陸面物理量のリトリーバル）にも大いに資す
るところであり、昨年度から取り組んでいる L1Rプロダ
クトの品質の向上のための検討を今年度は更に発展させ、
新バージョンを公開することができた。本稿では今年度の
検討結果を中心に述べる。

2. L1Rプロダクトの概要と今年度における改善の検討

　周波数間の観測領域・感度の違いは、アンテナパターンの違いに起因している。従って、周波数
間の観測領域・感度の違いを解消するには、アンテナパターンの違いを解消すればよい。例えば、
6.925 GHzの大きなアンテナパターンに対して、89 GHzの小さなアンテナパターンは数秒程度の時間
差で密集している。これらを全体として 6.925 GHzのアン
テナパターンに精度よく近づけるための適切な重み係数を
求める（重み付け手法は Backus-Gilbert法と呼ばれる）。各
89 GHzのアンテナパターンで観測された輝度温度をこの
重み係数で合成すれば、6.925 GHzのアンテナパターンで
疑似的に観測された（リサンプリングされた）89 GHzの
輝度温度が求まる（図 2）。
　複数の小さなアンテナパターンで大きなアンテナパター
ンを正確に模擬するために研究すべき課題は、以下の 3点
である。
1.  軌道上から地球に投影したアンテナパターンの可能な限り正確な再現
2. 目標とする大きなアンテナパターンを模擬するための小さなアンテナパターンの合成範囲の最適化
3.  Backus-Gilbert法には、スムージングファクター（κ）と呼ばれる、合成結果の品質を決定するた

めのパラメータが定義されているが、その最適化
　1, 2については昨年度に検討を行い、新バージョンの L1Rプロダクトを生成するプログラムへの実

図 1.　1回の観測でのアンテナパター
ンの大きさと中心位置

図 2.　L1Rプロダクトの概念（89 GHz
のアンテナパターン群で 6.925 GHzの
アンテナパターンを近似する例）
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装も完了している。今年度は 3 に関する検討を進めた。
　まず、アンテナパターン Giで観測された輝度温度を TBiとする（i=1, ..., N）。Giに覆われるアンテナ
パターン Fで観測されるはずの輝度温度 T

˄

Bを

と表し、重み係数 aiを求める方法が Backus-Gilbert法である。Backus-Gilbert法では、予め決めておい
た κに対して、Σ ai =1という制約条件の下で

が最小になるような aiを求める。Fit Errorとは実際に合成されたアンテナパターンと、目標とするアン
テナパターンの「見え方」の違いである。Fit Errorが 0であれば両者は完全に同じ「見え方」を持ち、
aiと Giによって Fが完璧に再現できたことを意味する。κを最適化するための 1番目の要請は「真に
Fit Errorを最小にする κであること」である。
　一方、aiは正・負いずれの値も取りうる。例えば、Giの両側に Gi+1と Gi-1が位置し、それらが Giと
ほとんど重なる場合を考える。Giに観測される領域を Gi+1や Gi-1も強い感度で観測しており、Fを再現
する上で Giに覆われた領域における Gi+1と Gi-1の影響を緩和する必要があるならば、Giに対応する ai

は負になる。ただ、|負の ai |の和が増えると、Σ ai =1という制約条件から大きな絶対値を持つ aiが増
え、その ai に対応する Giが Fit Errorをもたらす領域を含む可能性がより高まる。その結果、Fit Error

をもたらす領域を観測した TBiが ai>>0 （ai<<0）なら T
˄

Bを求める上で過大（過小）に評価され、T
˄

Bを意
図しない値にしてしまう（悪影響を及ぼす）。通常の条件では Fit Errorを 0にすることはできないため、
「|負の ai |の和を増やさないこと」が κを最適化するための 2番目の要請となる。|負の ai |の和がどの
程度増えたかはΣ |ai|を使って評価した。|負の ai |の和が増えるにつれて、Σ |ai|は増加する。
　どの程度のΣ |ai|の増加が許容されるかは地球のどこを観測しているかに依存するはずである。例え
ば、Fを再現するための Giで観測された TBiの範囲が広い場合を考える。Fit Errorをもたらす領域を観
測した TBiが大きな値であれば、たとえ |ai|が小さくても aiTBi が T

˄

Bに及ぼす悪影響は無視できなくなる。
従って、TBiの範囲が広いほど、許容されるΣ |ai|の上限は小さくなる。
　一方、Fを再現するための Giによって観測された TBiの範囲が狭い場合、TBiはお互いにある程度の
相関を持っている。このためΣ |ai|の増加を抑制することが優先され、Fit Errorが真に最小でなくなっ
たとしても、そのことが T

˄

Bに及ぼす悪影響は小さい。極端な例では、もし TBiが全て TBで等しければ、
T
˄

Bは Fit Errorの値に関わらず TBになる。従って、TBiの範囲が広い場合に設けたΣ |ai|の上限は、TBiの
範囲が狭い場合でも適用可能であるといえる。
　Fと Gの周波数の組み合わせに関わらず、陸と海の境界部分では Giによって観測された TBiは広範
囲に分布する。このような地域はΣ |ai|の上限を決めるには最適である。AMSR2の場合、全球に分布
する島などが GCP（Ground Control Point）に指定され、幾何補正のために使用されている。このことから、
観測されたままの輝度温度が格納された L1Bプロダクトをリファレンスとして、κを様々に変化させ
て得られる L1Rプロダクトを GCPの周りに展開し、結果を比較した。比較にあたり、κに対して以下
の 4つのルールを定義した。
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 i. 常に真に Fit Errorを最小にするκを用いる。この場合、負の aiの発生は無制限に許容される。
 ii. 常にΣ |ai|≦ 2の条件下で Fit Errorを最小にする κを用いる。
 iii. 常にΣ |ai|≦ 1.5の条件下で Fit Errorを最小にする κを用いる。
 iv.  常にΣ |ai|=1の条件下で Fit Errorを最小にする κを用いる。この場合、負の aiの発生は一切許

容されない。
　図 3は GCPの一つであるハワイ諸島の周りに L1Bプロダクト、ルール i～ ivに基づいて決めたκを
使って得られた L1Rプロダクトを展開した結果である。L1Bプロダクトは 6.925 GHz Vチャネル、従っ
て比較対象の L1Rプロダクトも Fと Gを 6.925 GHz Vチャネルのアンテナパターンとした。

　まず、リファレンスデータとルール iに基づいて生成された L1Rプロダクト［図 3（a）と（b）］を
比較すると、矢印が示すように、海域に高い T

˄

Bがノイズとして現れている。ノイズとして現れている
T
˄

Bから見れば、高い TBiが観測された島の部分が大きな Fit Errorをもたらしている領域で、それに対応
する aiが大きな絶対値を持っており、これがノイズの原因である。いずれにせよ、このようなノイズを
含むL1Rプロダクトを生成するルール iはL1Rプロダクトを生成するルールとして明らかに不適である。
　次に、リファレンスデータとルール ivに基づいて生成された L1Rプロダクト［図 3（a）と（e）］を
比較すると、後者は明らかに前者に比べてなまった分布になっている。これは、ルール ivでは負の ai

の発生を一切許容しなかったために Fit Errorの値が無視できない程に大きくなってしまい、L1Rプロ
ダクトの T

˄

Bが Fによって観測されたものとは最早言えなくなっていることを意味する。すなわち、島
の部分の T

˄

Bから見れば、海域の低い TBiが不適切に大きな aiによって合成されており、ルール ivも明
らかに不適である。
　最後にルール iiと iiiが残るが、図 3（a）と（c）および（d）を特にオアフ島とハワイ島に着目して

図 3.　GCPの一つであるハワイ諸島に L1Bプロダクト、ルール i～ ivに基づいて生
成した L1Rプロダクトを展開した結果。L1Bプロダクトは 6.925 GHz Vチャネル、
L1Rプロダクトは Fと Gを 6.925 GHz Vチャネルとしたもの。
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比較すると、図 3（d）がややなまっているように見える。従って、ルール iiに基づき、Fと Gの組み
合わせ、またスキャン上の Fの位置に合わせて κを動的に変化させて aiを求め、新バージョンの L1R

プロダクトを生成することにした。

3. 品質評価

　図 4（a）、（b）は L1Bプロダクトにおいて 6.925 GHz Hチャネルと 18.7 GHz Hチャネルの輝度温度
差（ΔTB）の 2014年 3月の平均値を昇交、降交軌道別にマッピングしたものである。これらの図では
6.925 GHz Hチャネルと 18.7 GHz Hチャネルの観測領域は調整されていない。特に陸域で ΔTBは高い
空間分解能で描画されているように見えるが、これは単に 6.925 GHz Hチャネルの輝度温度の変化を背
景として 18.7 GHz H チャネルの輝度温度の変化が目立っているに過ぎない。特に黒線で描かれた海岸
線に着目すると、2つのチャネルの観測領域が異なるため、その海岸線の周りに青線で示された ΔTBが
低い部分（6.925 GHz H チャネルの観測領域が 18.7 GHz H チャネルの観測領域よりも先に海域を含んだ）
と、赤線で示された ΔTBが高い部分（18.7 GHz H チャネルの観測領域が 6.925 GHz H チャネルの観測
領域よりも先に海域を完全に覆った）が現れ、海岸線が縁どられたように縞状になっている。
　一方、図 4（c）、（d）は L1Rプロダクトにおいて Fを 6.925 GHz Hチャネルのアンテナパターンと
した 6.925 GHz Hチャネルと 18.7 GHz Hチャネルの輝度温度差（ΔT

˄

B）の 2014年 3月の平均値を昇交、
降交軌道別にマッピングしたものである。これらの図では2つのチャネルの観測領域は6.925 GHz Hチャ
ネルのアンテナパターンのサイズに調整されており、ΔT

˄

Bはそれぞれの地点における 2つのチャネルの
マイクロ波放射特性差を ΔTBよりも正確に表していると言える。実際、縞状の海岸線も現れていない。
　もし、aiの計算に誤りがある場合、これらの縞状の海岸線は完全には除去できないはずである。ここ
で示された事例と同様、全ての T

˄

Bの組み合わせについて縞状の海岸線が現れないことを確認した。

図 4.　2014年 3月の輝度温度差の分布
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図 5.　2014年 8月 15日昇交軌道における L1Rプロダクトバージョン間差異

　次に、2014年 8月 15日の昇交軌道における現行バージョン（1.1）と新バージョン（2）の L1Rプロ
ダクトの差分を図 5に示す。図 5は全て Fを 6.925 GHz Hチャネルのアンテナパターンとしている。
バージョン間の差異は Gが Fよりも小さいほど大きく概ね 2K以下となった。昨年度、今年度の検討
で数学的により正しく重み係数が求められていることは間違いなく、この差がより真値に近づいた結
果であると考えている。 

(a) G : 6.925 GHz H (b) G : 23.8 GHz H (c) G : 89 GHz (A)+(B) H 
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5.1 横軸・水循環研究グループ活動成果 可知　美佐子・沖　大幹 

1. はじめに

　横軸水循環 RGでは、統合的な水資源管理の実現のための信頼のおける水循環情報の提供を目標とし
て、EORC陸面水循環シミュレーション・システム（YEE）の構築を行っている。第一期（FY20-24）
において、東大から移植した陸面水循環シミュレーション・システム（Today’s Earth）を、EORCにて
衛星や客観解析値の入力を追加した上で、モデルのバージョンをアップデートし、Yesterday’s Earth at 

EORC （YEE）として構築し、約 2日遅れで定常的に動くシステムとして平成 24年 12月より運用を開
始した。平成 25年度から第二期（FY25-29）を開始し、本システムを定常システムとして運用し、出
力画像やデータを、本研究に興味を持つ研究者に対して提供することを計画している。

2. 今年度の計画

　YEEシステムについて、新しい気象庁再解析データ（55年再解析）および衛星観測データに基づく
定常処理を実施し、水循環データの定常処理を実施する。陸面モデルの高解像度化（陸面 50km、河川
域 25km）や、氾濫面積割合の算出等の新機能導入による改良を行い、全球中規模河川に対応可能な、
より詳細な洪水モニタリングや予警報システムに向けた情報を公開するシステムを構築する。
　当初予定からの変更点は、昨年度まで全球 1度格子（約 100km）版 YEEシステムを運用してきた
が、大規模河川でないと洪水予報警報に利用できないことが明確になったため、予定を 2年前倒し
し、今年度に全球高解像度化（陸面モデルが 0.5度格子（約 50km）で、河川モデルが 0.25度格子（約
25km））を実施することとした。これにより、全球の大規模～中規模河川域における水循環モニタリン
グや予警情報が可能となる。

3. 今年度の研究成果

　JRA-55は、平成 26年 3月 10日より高解像度（0.5度格子相当）のものが提供開始された。また、こ
れまで入力に利用していた気象庁 JRA25/JCDASデータについては、1/29に JRA-55の準リアルタイム
版データ（1.25度格子版）の公開が開始、2月末に JRA-25/JCDASデータ提供が終了した。このため、
まず、1度格子版の定常処理システムの入力データを JRA-55の 1.25度格子データに切り替え（平成 26

年 2月）、その後、0.5度格子版の YEEの定常処理に切り替える際に、JRA-55も TL319版に切り替える（平
成 27年 4月予定）。
　YEEシステムの高解像度化については、東大より、全球 0.5度格子で動作可能な陸面モデルの提供
を受け、EORCの YEEシステム環境に移植した（図 1）。これにあわせて、外力として利用する JRA55 

TL319版の気象データについて、0.5度格子で作成した。また、JRA-55では予報値データが 3時間毎に
なったため、YEEへの入力間隔を 3時間（解析値はこれまで通り 6時間）に変更。YEEの出力は 1時
間毎となる。
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図 1　FY26の YEEシステムの概要。赤字は改良部分。

　氾濫原モデルの導入について、既存の河道網モデル（TRIP2：1度格子）から、氾濫面積割合等を出
力可能な、東大の河川氾濫原モデル（CaMa-Flood：0.25度格子 （Yamazaki et al., 2011））への切り替えを
実施した。CaMa-Floodモデルについては、昨年度に 1度格子版 YEE＆ JRA-25入力の出力を使って検
討を行っていたが、今年度に JRA-55入力を利用した検証（図 2）および定常システムへの導入を行った。

図 2　CaMa-Floodによる河川流量および氾濫面積割合の検証例。
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　新規定常処理システムとして、全球 0.5度格子陸面モデル、および、0.25度格子氾濫原モデルの組み
合わせで、定常処理システムを構築した。現在、0.5度格子 Forcingデータの作成は完了し、1958年 1

月からの過去期間について処理を実施中で、1979年 12月まで完了。
　CaMa-Floodの出力からは、水面標高も計算可能であり、この検証についても検討を行った。検証デー
タには、衛星高度計（河川は Topex/Poseidon、湖等は ERS-1/2, Envisat, Jason-1, GFOも利用）から作成
したデータベースである HYDROWEB（2002年～ 2008年の期間について、データ間隔約 1ヶ月）を利
用した。アマゾン川で初期的に行った検証結果（図 3）では、平均の相関係数は 0.946と非常に高く、
RMSEは 3.7mだった。散布図ではアマゾン川本流とネグロ川での違いが出ているが、河道断面パラメー
タを全球一様の経験式で定めているためで、推定方法を改善すれば解決すると思われる。

図 3　CaMa-Floodによる水面標高のアマゾン川での検証例（2002-2008）。

4. 来年度への課題及び計画

　来年度は、YEEシステムについて、FY26に構築した、全球 50km陸面モデル（河川域は 25km）を
定常運用し、55年以上にわたる長期データセット（衛星データ利用のデータについては、15年程度）
を公開する。このために、システムの定常運用の安定と検証評価を行い、新たに河川流量、氾濫面積
割合の検証ページを追加する。
　また、10年後の全球 1km格子版 YEEシステムの構築（図 4）に向けて、来年度から、ローカルで
1km格子版 YEEシステムの構築に着手する計画とした。まずはデータが揃っている日本域について、
FY27-28の 2年間をかけて、1km格子版 YEEシステムを構築する。これにより、日本国内の一級河川
での水循環監視、水災害把握を実現する。
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図 4　水循環研究の今後 10年間の展開計画
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 5.2 横軸研究・気候モデル連携研究グループ 5年間の活動成果報告

 佐藤　正樹・久保田　拓志・青梨　和正

1. はじめに

　地球温暖化に代表される気候変動予測に利用される数値気候モデルにおいて、雲・降水過程の扱い
には不確定要素が多いことが指摘されている。衛星リモートセンシング観測による気候モデルの雲・
降水過程の検証がますます重要になっている。近年、衛星観測によって推定された物理量による気候
モデルの検証だけでなく、衛星データ・シミュレータを用いた検証方法が利用されるようになってい
る。衛星データ・シミュレータは、数値モデルの仮想的な大気データから、衛星センサの疑似観測デー
タを出力し、疑似観測データと実際の観測データを比較・検証することで、数値モデルの問題点をよ
り明確にすることができる。
　また雲・降水過程をより現実的に表現しながら地球大気をシミュレーションする世界最先端の全球
雲解像数値大気モデル（NICAM）が佐藤正樹 RGリーダのグループにより開発されてきた。今後を展
望すると、NICAMのみならず世界各国の研究機関で雲を解像する全球雲解像大気モデル（GCRM）が
開発されると予想される。そのため、EORCの横軸研究としてミッション横断的な気候モデル連携プ
ロジェクト研究を立ち上げ、現在 EarthCARE利用研究で開発を進めている衛星データ・シミュレータ
Joint-Simulator を EarthCARE以外のセンサにも展開し、GCRM と衛星データの連携を推進する。本研
究グループのアウトプットは、GCRMの検証に役立つ衛星プロダクトを整備・作成・公開すること、
およびその衛星プロダクトによる GCRMの雲・降水過程の検証・改良の結果とする。

2. H22年度～ H23年度の研究成果

　本研究活動はH22年度にスタートしたが、H22年度にGCRM検証用衛星プロダクトの試作とそのデー
タによる NICAM検証についての検討し、H23年度には、Joint-Simulatorの他センサへの展開として、
ある特定事例のマイクロ波放射計や降水レーダのシミュレーションデータの作成を行った。また岡本
創教授（九州大学）よりご提供頂いた CloudSat/CALIPSO mergedデータを EORC内の計算機に整備す
ると同時に、端野典平博士（東京大学）からそのための解析ツール（MATLABコード）のご提供を受け、
その内容を確認した。

3. H24年度の研究成果

　H24年度は、TRMMデータによる NICAM検証として、NICAMデータ（水平分解能 3.5km）から
Joint-Simulatorで TRMM PR/TMI/VIRS simulationデータ作成：8日間分（2008年 6月 17日～ 6月 24

日）を作成し、T3EF（TRMMの VIRSと TMIを PRの観測位置でまとめたデータセット、Matsui et al. 

2009）との比較・検証を実施した。また同期間で、Aquaと Terra衛星に搭載されている CERESデータ
による NICAM検証も実施した。CloudSat/CALIPSO mergedデータについては、2006.6-2007.5へ拡張し、
1年分の GCRM検証用データを作成した。上記で作成・整備した衛星データ、ツールおよび解析結果
の Joint-Simulator利用者への公開のために、ホームページを作成した。
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4. H25年度の研究成果

　H25年度は、TRMMデータによる NICAM検証を継続し、マイクロ波の放射計算に関するバグの修
正を行い、計算の再計算を行った。また今年度から新たに、気象庁非静力モデル（JMA-NHM）の雲微
物理過程を Joint-Simulatorにより検証する活動を始めた。本活動は、気象研究所との共同研究「衛星雲・
降水観測データのデータ同化システムの構築に関する共同研究」の一部として実施している。Joint-

Simulatorの JMA-NHMデータ用インターフェースツール（Mri2nc）の改良・拡張を実施し、2008年
の JMA-NHMデータの検証として、TRMMを中心に、出力についての初期検討をした。さらに衛星搭
載降水レーダの入射角を考慮した処理を実現するために、気象庁非静力学モデルのグリッドデータを、
TRMM/PR観測ビームの入射角を反映させて空間内挿および時間内挿して NetCDF出力させる幾何変換
ツールを開発した。また昨年度から引き続き、作成・整備した衛星データ、ツールおよび解析結果の
Joint-Simulator利用者への公開のために、ホームページを整備した。

5. H26年度の研究成果

　H26年度は、昨年度から引き続き、JMA-NHMの雲微物理過程を Joint-Simulatorにより検証する活動
を実施した。TRMMデータによる検証は事例を増やし、2012年の台風 15・16・17号に対して評価を行っ
た。本年度は新たに 2014年に打ち上げられた GPM主衛星に搭載された二周波降水レーダ（DPR）によ
る検証を、2014年の台風 8・11号を対象として実施した。また気象研究所との共同研究でマイクロ波放
射計（GCOM-W）データを入力として気象研のデータ同化システム（EnVA）を開発しているが、その
システムに GPM/DPRデータを入力に追加するための準備的な解析を実施した。今後は 2014年台風 11

号（HALONG）を対象に GPM/DPRデータ同化を進める予定。昨年度から引き続き、作成・整備した衛
星データ、ツールおよび解析結果の Joint-Simulator利用者への公開のために、ホームページを整備した。

GPM/DPRデータによる JMA-NHM検証例：
レーダ反射因子を横軸、高度を縦軸とした CFADの比較。

KuNS

GPM/KaPRKaHS

GPM/KuPR
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6.1 地球観測データの統融合による農業分野への利用技術開発および実証 大吉　慶

1. はじめに

　食料安全保障は、自然・人為的に多数の人々の安全を脅かす気候変動、貧困、自然災害、公衆衛生
などと同様に、安全保障の観点からは非伝統的安全保障と位置付けられている。様々なリスクから食
料増産、輸入、備蓄などの施策によって食料供給を確保することは重要な役割である。食料安全保障
上のリスクを評価する上で、地球観測は広域の情報を即時的に取得でき、早期警戒情報や収量予測情
報などの情報が国内外で必要とされている。
　本研究では地球観測データの食料安全保障分野での活用を目的として、複数衛星プロダクトや地上
データ、社会統計データを統融合して農業監視システムを構築し、作物の生育状況や収量を推定する
ための利用研究を実施した。具体的には農林水産省との協定や、アジア開発銀行（ADB）との技術協
力プロジェクト、GEO、SAFEなどの枠組みを利用し、衛星データとソフトウェア・システムが一体と
なったパッケージの開発・実証を行い、国内外の利用機関に対して農業統計作成の効率化や早期警戒
の能力向上を通じて衛星データの利用促進を行った。

2. 海外での地球観測衛星データの食料安全保障への利用

　ALOS/ALOS-2データと水稲作付面積推定ソフトウェア（INAHOR:稲穂）をパッケージ化し、全球
農業監視イニシアチブ（GEOGLAM）/アジア稲作監視（Asia-RiCE）や SAFE、ADBプロジェクトを
活用して、フィリピン、ベトナム、タイ、ラオス、インドネシアなどに技術移転し、精度評価およびチュー
ニングを実施している。本ソフトウェアの利用には作物暦に基づいたデータ選択や、パラメータ設定
をする必要がある。詳細なに現地調査結果に基づいてこれらを最適化して、インドネシア、日本で検
証を行ったところ、約 80%の精度であった。また、ScanSARモードを用いた広域観測では閾値が入射
角に依存すると考えられるため、入射角ごとに閾値を最適化したところ、入射角を考慮することで分
類精度が向上することを確かめた。さらに、高頻度で観測可能なMODISデータも併用することでさら
に推定精度を向上することを確認した。次年度はこれらの成果を INAHORにフィードバックし、推定
精度を向上させる計画である。
　東南アジア各国の水稲作況把握能力を向上するため、GSMaPによる降水量や AMSR-2による土壌水
分量、ひまわりによる干ばつ指数などの農業気象データを提供する農業気象情報システム（JASMIN）
について、今年度は各国の主要穀倉地帯を特定してカスタマイズした。また、これまでの参加機関・
国（ASEAN+3食料安全保障システムプロジェクト、ベトナム、インドネシア、タイ）に新たにフィリ
ピンを追加し、合計 4カ国の米作況情報（Outlook）を参加機関と協力して作成し、FAOへ毎月情報提
供している。また、干ばつと共に東南アジアでの農業被害の大部分を占める洪水状況を把握するため、
AMSR2 による冠水域図を試作し、RADARSAT-2により特定された高空間分解能での冠水域と一致して
いることを確認した。

3. 日本での地球観測衛星データの食料安全保障への利用

　日本は世界第 1位の農産物純輸入国であり、食料自給率はカロリーベースで 39%（金額ベースで
65%）となっている。したがって、海外の作況情報を収集することは我が国の食料安全保障において必
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要不可欠である。農水省との協定に基づいて、農業気象情報閲覧システム（JASMAI）を運用し、主要
穀倉地帯の土壌水分量、降水量などの情報を継続的に提供している。今年度は農水省との利用評価に
より、新たに植生指標と降水量を追加し、情報提供インターフェイスも改良した。また、農業気象プ
ロダクトだけでなく、作物収量に関わるより高次の情報提供ができるように衛星による農業気象デー
タを利用した収量推定・予測モデルの構築を行った。小麦、大豆の主要輸入先（米国、カナダ、オー
ストラリア、ブラジル）に対して各国の穀物統計を利用して重回帰分析を行った。対象とした作物・
地域はほぼ全て降水量と PARを用いることで高精度のモデル（R2>0.9）を構築することができた。し
かしながら、カナダの小麦については精度の良いモデル構築ができなかった。他の地域と異なり、積
雪量や雪融け時期が収量と大きく関わっているため、これらを考慮できるパラメータ、モデルが必要
と考えられる。

4. まとめ

　地球観測データを利用して食料安全保障上のリスクを分析・評価するための基盤となる情報や情報
提供システムのための技術開発・実証を行った。また、GEOGLAM/Asia-RiCE、SAFE、アジア開発銀
行などとのプロジェクトを通じて、水稲監視手法の各国に社会実装を進め、日本の衛星データやソフ
トウェアの利用促進を行った。今後は現在社会実装を進めているソフトウェアやシステムについて、
利用者から収集した新たなニーズに応えるため、例えば複数センサを用いて水稲の生育状況の定常的
かつ高頻度でモニタリング手法などの開発を行う。また、世界の作物の作況を推定する上での基盤と
なる耕作地分布や作物暦は、空間分解能、精度とも現在不十分であるため、このような基盤情報を構
築するための基礎的な技術開発についても推進する。また、これらの研究開発を効率的に進めるため
農業関連機関などと協力して実施 する。
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